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まえがき

株式会社 三宿 コ ン サ ル タ ン ツ は､
2 0 0 4 年 6 月 2 8 日 か ら 7 月 1 0 日 まで の 1 3 日間 ､ 社団

法人海外農業開発 コ ン サ ル タ ン ツ 協会の 補助金 を得て ､ タイ 王国東北部か らラ オ ス 人 民民

主共 和国を経由 しヴ ェ トナ ム の ヴィ ン を結ぶ東西 回廊の 北部地域にお ける農業生産支援

計画調査係 る案件形成予備調査を行 っ た ｡

タイ 王国 ( 以 下 ｢ タイ+) は ､
金融危機 か ら 7 年 を経て 経済の 回復 の 兆 しが 見 えは じめ ､

危機か ら派生 した教訓 を生 か し､ 輸出と 内需 の バ ラ ン ス を取 り ､ 地場 産業 ･ 中小企業の発

展 に よ る社会 の 安定 を重視 した経済 シ ス テ ム の 構築を目標と して い る ｡

タイ で は急速に人々 の 生活 ス タイ ル の 欧米化 が進み ､

コ ン ビ ニ やイ ン タ
ー

ネ ッ トが地方

に浸透 し､
一

千 万台 に普及 した携帯電話等 ､ 生活 ス タイ ル の 変化が 消費構造の 変革をもた

ら して い る｡ また ､
タ ク シ ン政権 の 草の 根政策 ､ 農村自活 の 手段 と して 一

村
一 品運動 に よ

る農産物 の 商品化 と マ
ー

ケテ イ ン グも民間消費 の活性化 に -
一

役 買 っ て い る ｡

しか し短期間 で経済構造を変える こ と は容易 で は なく ､ 周 辺 国と の連携を強化 し貿易投

資を振興す る こ とが 当面 の 課題 と な っ て お り ､ タイ は
､
カ ン ボ デ ィ ア ､

ラ オ ス
､
ミ ャ ン マ

ー

のイ ン ドシナ 三国 と の 経済戦略(E C S) の 推進 に 向け ス テ ッ プ を踏み 出そう と して い る ｡

ラ オ ス 人民民主共和国 ( 以下 ｢ ラ オ ス+ ) で は悠 久 の 苦か らとう と うと ながれ るメ コ ン

の 恵 み を受 けた 内陸国 で あ る ｡ 7 5 年以来 の 計画経済が行 き詰ま り ､ 8 6 年 に ｢ 新経済メ カ

ニ ズ ム+ とよばれ る経済改革に着手 ､ 銀行制度 ､ 税制 ､ 外国投資法の制定 ､ 国営企業の 民

営化等幅広 い 分野 で の 措置 を通 じ､ 市場経済の 導入 ､ 開放経済政策を推進 して い る ｡ 第 7

回党大会 (2 0 0 1 年) にお い て 2 0 2 0 年ま で の L L D C 脱却 ､ 国民生活水準 3 倍増等を目指 した

長期 目標 を策定 して い る｡

近 い 将来､
タイ

､
ラオ ス

､ ヴ ェ トナ ム の ヴィ ン を結ぶ東西回廊北部地域の 事業計画 が日

本国政府 に採 択 され ､ 我が 国と タイ ､
ラ オ ス お よ び ヴ ェ トナ ム と の 友好 を深 め ､ 相互発展

の 一

助 とな る こ とを切に願 うも の で ある ｡

株式会社 三 祓 コ ン サ ル タ ン ツ

取締役社長 久野 格彦



北部東西回廊農業生産支援計画

調査対象位置図
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1 . 調査 の 背景と目的

1 .1 調査の 背景

タイ ･ ラオ ス 2 国政府間協定に よ り水利権取引の 協議が進め られ て い る ｡ ナ ム グン ダム は

1 9 7 0 年代 に開発 された水力発電用 ダム( 有効貯水量 4 .7 B C M ) で あ り ､ 同 ダム で は毎年 10 .5

B C M ( うち乾季 1 . 7Ii C M ) ､ 2 0 0 m 3/ s e c の 発電後 の 水が 導水路を通 じて無効放流されて い る ｡
.

タ イ政府は ､ 新規水資源開発 の ポテ ン シ ャ ル が 自国に な い た め ､ 電力 の 購入 と同様 に こ の 無効

放流を購入 し東北 タイ へ の 導水す る こ とを要望 し､ U d o n T b a n i 県 の H u ai L u a n g R e s e r v o i r

に貯水 を既に始めた ｡

1

二国間 の 水利権取引協定締結 の 上 で 浮上 して い る問題 は ､ ラオ ス 政府が豊富な無効放流水

をタイ に全量供給する の で は なく ､ 自国農家 の 生活 向上 の た めナ ム グ ン ダム 下流域 で あ る ビ エ

ン チ ャ ン 平原 ( 約 1 5 万 h a) の 潅漑 に 利す る こ とを主 張して い る こ と で あ る ｡

ビ エ ン チ ャ ン 平原 の濯漑イ ン フ ラ を整備す る こ とは ､ 技術的には可 能で あ るが ､ 生産 され

た農産 物を ど の ように出荷 す る か が農家 の 生計向 上 の た め に は大き な課 題 と なる こ とが 予期

され る｡ タク シ ン 政権 の もと タイが ｢ 世界 の 台所+ となる こ と を標樗 し ､ 経済協力戦略協定に

基づき周辺 国か ら農産物 の 購入 を 図る方針で ある ｡ 例え ば米に関 して は 2 0 0 4 年 に ラオ ス やカ

ン ボ デ ィ ア か ら 1 . 5 百 万 ト ン を輸入 し ､ 需要が伸び て い る中東や 西ア フ リカ諸国に 再輸 出す る

こ とを 狙 っ て い る ｡ .

開発 の ツ ー ル と して
､
タイや我が国 の 民 間 の 資本力及 び マ ー ケテ イ ン グ能力を活用 する こ

と考え られ る｡ 当然流通 コ ス トを 下げる こ とも必要で あり ､ 東西 回廊 8 号線を利用 し ､ ヴ ェ ト

ナ ム ･ ビ ン 国際港(刀 C A /J B I C 連携に よ る開発調査実施の 予 定) を輸出基地 にする こ と で ､ 輸送

コ ス トを削減す る こ とも考 えられ て い る｡ + ま た ､ 作物 の 多様化 も重要な課題 で あ る コ
ピ エ ン チ

ャ ン 平野 で米一辺倒 の 生産 を行うの で は 国際価格の影響が強くリク ス が大き い こ. 他 の 作物 ､ 例

えばタ ピ オカや大豆 など飼料作物を導入 し､ 2 国間の F T A 締結後 ､ タイ民 間企 業に よ っ て 加

工す る こ とも考え られる ｡ また ､ 潅漑用水 の利用に よ っ て 地域消費用の 野菜生産や ､ 安価な米

糠や飼料作物 の 投入 によ り畜産 物 の 生 産性 ･ 経済性を向上 す る こ と で ､ 村落内に篤農家の 出現

を支援す る こ とに なる｡ .

こ れ ら開発方 向は ､
ラオ ス 社会主義政権が過去 2 0 年 間モ ッ ト

ー

と し て い た ｢ G i n I m

N o u n g U n g + す なわち ｢ ただ十分な衣食がありすれば良い+ か ら ｢ G i n S e a p N o u n g N g a m +

1 2 0 0 3 年 6 月 2 日付け R I D か ら 八4 0 A C 次官 へ の 上申書によると東北タイ の 10 ダ ム で 6 .6 B C 几′l 不 足 し て い

る こ と を指摘 して い る ｡



すなわち「美味しいものを食べ美しい着物をまとう」ことに替わることができるト　2

2004年8月頃には、ビエンチャン平原潅漑事業F／S調査の実施を含めてナムグンダムの導水

に関し、タイ・ラオス政府間で協議する予定であり、その情報収集を行うのが本調査の目的で

ある。

1．2　タイ・ラオス・ヴェトナム　の比較

タイ・ラオス・ヴェトナム3国の一般事情及び経済指標を表1．1に示す。

表1．1タイ・ヴェトナム・ラオス一般事情及び経済指標

1 999 2002

People Thailand Vietnam LaoPDR Thailand Vietnam LaoPDR
Population total (million) 60.2 77.5 5.5 61.6 80.4 5.5
Population growth (annual %) 0.8 1.3 2.4 0.6 1.1 2.3
Life expectancy (years) - - - 69.2 54.5 69 7

Fertility rate (births per woman) - - - 1.8 1.9 4.8
Infant mortality rate (per 1 ,000 live births) - - - 24.0 20.0 87.0
Under 5 mortality rate (per 1 ,000 children) - - - 28.0 26.0 100.0

Environment
Surface area (sq. km) - - - 513.1 331.7 236.8
Freshwater resources per capita (cubic meters) - - - 6,652.8 ll,081.3 60,307.4
Economy
GNI, Atlas method (current USS)(billion) 120.5 28 1 1.5 123.3 34.8 1.7
GNI per capita, Atlas method (current USS) 2,000.0 360 0 290.0 2,000.0 430.0 310.0

GDP (current S) 122.3 28.7 1.5 126.9 35.1 1.8
GDP growth (annual %) 4.4 4.8 7.3 5.4 7.0 5.0

Value added in agriculture (% of GDP) 9.4 25.4 53.5 9.4 23.0
Value added in industry (% of GDP) 40.9 34.5 22 5 42.7 38.5
Value added in services (% of GDP) 49.7 40. 1 24.0 48.0 38.5
Exports of goods and services (% of GDP) 58.3 50.0 - 64.7 55 5
Imports of goods and services (% of GDP) 45.7 52.8 - 57.5 59.5
Gross capital formation (% of GDP) 20.5 27.6 22.7 23.9 32.1
Technology and infrastructure
Fixed lines and mobile telephones (per 1,000 people) 126.0 30.9 9.2 365.5 71.8 21.2
Telephone average cost of local call (USS per three minutes) 0.1 0. 1 0.0 0.1 0.0
Personal computers (per 1 ,000 people) 23.0 6.4 2.3 39.8 9.8 3.3
Internet users(million) 1.3 0. 1 0.0 4.8 1.5 0.0

Paved roads (% of total) 97.5 25.1 44.5
Aircraftdepartures 95,400.0 29,000.0 6,300.0 97,800.0 42,900.0 7,000.0

Tradeandfinance
Trade in goods as a share of GDP (%) 88.9 81.2 57 6 105.6 101.3 43.4
Trade in goods as a share of goods GDP (%) 176.7 - - 205.0
High-technology exports (% of manufactured exports) 32.3 . . .
Foreign direct investment, net inflows in reporting country (current USS; 6.1 1.4 0.0 - 1.4 25.4
Aid per capita (current USS) 16.8 18.4 57.3 | 48 15.9 50.3

Source: World Development I ndicators database, August 2004

タイ・ラオス・ヴェトナム3国の一般事情及び経済指標の比較分析は以下の通りである。

2002年の3ケ国の総人口は、ラオスを1とすると、タイは11．1倍、ヴェトナ

ムは14．6倍である。

人口増加率、ラオスは、タイの3．8倍である。この増加率では140年後にタイ

2　タイ・カシコン・リサーチ社2004年5月10日経済レポートより

2



と ラオ ス の 総人 口は ほぼ同数となる ｡

面積は ､ ラオ ス の 面積を 1 とする と ､ タイ は 2 . 2
､ ヴ ェ トナ ム は 1 . 4 とな る｡

国民 一 人当た り の淡水資源 は ､ タイ を 1 と す る と ヴ ェ トナ ム は
､
1

.
7
､ ラ オ ス

は 9 . 0
､ と なる

=
.

タ イ と ラオ ス の経済格差 は ､
G D P で 8 1 倍 の格差が ある｡ .

ヴ ェ トナ ム ラオ ス は国民一 人当 たり の G D P が低く ､
G D P に占め る農業の 割

合が特 に大き い ｡

イ ン フ ラにお ける道路の舗装率 は ､
タイ は 9 7 . 5 % とほ ぼ舗装されて い る の に対

し ､ ヴ ェ トナ ム 2 5 .1 %
､
ラ オ ス 4 4 .5 % と低 い 率とな っ て い る

｡
.

貿易 の G D P にお ける割合は ､ タイ ､ ヴ ェ トナ ム は 8 0 % を越 え て い るが
､
ラオ

ス は地 理的な ハ ン ディ もあり ､ 低 い 率に と どま っ て い る｡ .

国民一人当た り の援助額 は ､ ラオ ス が 5 0 .3$ ､ タ イが 4 . 8$ と なり ､ タイ は中進

国化 して い る こ と がう か が える ｡

上記 の 比 較分析 で は ､ ラ オ ス は人 口 が少 なく 天然資源が豊富 で はある｡ . 経済的指標 で は ､

タイ と ラオ ス ､ ヴ ェ トナ ム は 国民一人 当た り の G D P の 格差は大き い ｡
. ラオ ス

､
ヴィ ェ トナ ム ､

で は こ の 3 0 ～ 4 0 年間に 戦乱や政治的棍乱 に より 国力が疲弊 した の に 対 し ､ タイ は 1 9 3 2 年以

降立憲君主制 にあ り ､ 軍事ク
ー

デ タ
ー

が頻繁に発生 した時期 が あ っ た が ､
全国民か ら崇拝 され

て い る国王 の 権威 の もと
､ 国民全体 を巻き込む に は至 らず平和を維持して い る こ とに よるも の

と推測され る ⊂
.

国連開発計画 ( U N D P ) 発表 の 人 間開発指標を表 1 . 2 に示す ｡
. 健康 ､ 教育 ､ 経済力 の 総合

的な充実度 を示す ､

｢ 人 間開発指標+ で ､
タイは 6 6 位 ､ ヴ ェ トナ ム 1 0 1 位 ､

と中位 に位置す

るが
､
ラオ ス は 1 3 1 位 と低開発 国に 位置 し て い るこ. 特 に平均余命 は ､

タイ 6 9 .9 歳 ､
ラ オ ス 5 6 . 4

歳と 1 6 .8 歳 の 開きが ある
｡
また

､
1 5 歳以上 の 国民の読み 書き能力もタイ は 9 5 . 3 % とほぼ全国

民が読み書き能力 を身に つ けて い るの に対 し ､
ラ オ ス 4 7 .3 % と全国民 の 半数以上 が読み 書き能

力が な い 現状 で ある こ. 国民一 人当た り の G D P もタイ 6 . 1 3 2 U S S
､
ラ オ ス 1

,
4 7 1 U S $ と約 4 .2

倍 の 差が ある ｡
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表1．2人間開発指標

Combined
primary,

secondary
and Human

tertiary developmen
Life Ad ut gros s Life t

expectancy literacy enrolment GDP expectancy Education GDP index
HID rank Country at birth rate ratio per capita index index index value

(%age15
la (years) and above) (%)/b (PPP US$)

1 999 1 999 1 999 1999 1 999 1 999 1 999 1 999

66 Thailand 69.9 95.3 60 6, 1 32 0.75 0.84 0.69 0.757

101 Viet Nam 67.8 93.1 67 1 ,860 0.71 0.84 0.49 0.682

1 21 Cambodia 56.4 68.2 62 1 ,361 0.52 0.66 0.44 0.541

131 Lao P.D.R 53.1 47.3 58 1 ,471 0.47 0.51 0.45 0.476

Source: World Development Indicators database, April 2004
htt p ://devd ata.worl d ban k. org/extern al

1．3　タイ・ラオス・ヴェトナム　国別援助の方向

平成13年かんがい排水審議会・国際部会にてアジア地域の経済・農業情勢、農業開発の

ニーズ、及び各国の開発計画、外務省の国別援助計画等を分析し、国別に援助方針を作成し今

後の農業農村開発の基本的な方向を取りまとめている。．この指針は本案件形成予備調査に非常

に有益な情報であるので、以下に引用する。，

1）タイ

①　指標による分析結果

＞　人間開発指数は高く、人間貧困指数は低いことから、高度な技術や特に開発の遅

れた地域に限定した協力を行う。．

ン　都市と農村格差が非常に大きく、地域間格差の是正の観点から協力が必要

＞　現状では米の自給率（182．8％）は非常に高くその割合も年々拡大し、世界第一

位の米輸出国である。．

②　取り組むべき課題

＞　農業・農村開発を通じた地域間格差是正

＞　水資源開発と効率的水利用

＞　メコン河流域開発に係る流域国間の調整

③　対処方針案

ン　開発の遅れている北部・東北部地域を中心に農業振興・農村開発への協力に対す

る農業所得向上のための農業農村開発への協力

＞　流域総合水管理や、末端潅漑施設の適切な維持管理のための水理組合育成・強化

などへの協力

＞　国際河川であるメコン川の開発にあたっては、流域国間の調整が重要であること
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か らメ コ ン委員会 へ の 支援を通じた協力

2 ) ヴ ェ トナ ム

(丑 指標 による分析結果

> 人 間開発指数 は中程度で あり ､ 相手国の技術 レ ベ ル を踏まえた技樹 レ ベ ル を踏ま

えた技術移転 を図ると ともに ､ 人間貧困指数が 中程度で ある こ とか ら ､ 開発の 遅

れた地域 を重点的に 取り組む こ とが重要

> 米の 単位収量が 大幅に増加 し､ 米 の 自給率(1 33 .9 % ) は 高く世界第 2 の 米輸出国で

あ るが ､
一人 当た り の 耕地面積(0 . 0 9 5 h a) は小 さく ､ 潅漑率や米 の 単位収量 量が

非常に大き い こ とか ら､ 今後更なる 自給率の 増大は困美佳で ある ｡

② 取 り組む べ き課題

> 農業農村開発を通 じた 貧困緩和と地域間格差是正

> 米以外 の 作物生産 の 増大

> メ コ ン 下 流開発 にかか る流域間の 調整

③ 対処方針案

> 中 ･ 北部 の 高原 ･ 山岳地帯 を中心 と して ､ 自給自足 の 促進や農村イ ン フ ラ整備 に

よる総合的な農業農村開発 へ の 協力

> 米 の 自給 は大幅 に達成 して い る こ と か ら､ 作物 の 多様化に 対応 した水資源 開発 ､

濯漑排水施設 の 改修等 へ の 協力

> 国際河川 で あ るメ コ ン 川 の 開発 に あた っ て は ､ 流域国間 の 調整が重要 で あ る こ と

か らメ コ ン委員会 へ の 支援 を通じた協力

3) ラオス

① 指標 に よる分析結果

> 人間開発指数は低く ､ 人間貧困指数は 高い こ とか ら ､ 技術移転や貧困緩和 へ の 積

極的な協力が 必要

> G D P の 占め る農業割合は特に大き い こ と か ら ､ 技術移転や貧困緩和 へ の 積極的

な協力が 必要

> 米の 自給率は達成 して い るも の の 人 口増加 が ､
米 の 余剰割合 を上 回 っ てお り ､

自

給率 の低下 が 予想 される
=
.

> 一 人 当た り の 濯漑面積 が急激に増加 して い る の は計画経済下で の 急激な整備 に

よる ｡
.

② 取り組 むべ き課題

ン 焼畑対策等に重点を置 い た農村開発に よる貧困緩和

ン 食糧生産の 増大と商品作物 の 生 産

> 人材開発 の促進
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> メ コ ン河流域開発に係 る流域間の 調整

③ 対処方針案

> 農業所得 向上 の た め潅漑排 水施設等 の 農業基盤整備 と生活環境整備 を
一

体と し

た ｢ む らづくり+ 等 へ の 協力

> 国家経済 に 占め る割合が 大き い農業振興や安定的な食糧の 確保 を図るた め潅漑

施設整備 へ の 協力

> 潅漑施設等 の 整備に係 る調査 ､ 計画､ 設計 ､ 施 工等の 基礎的技術や政策 の 企画 ･

策定等 の 協力

> 国際河川 で あ る メ コ ン川 の 開発 に あた っ て は ､ 流域国 間 の 調整が重要 で ある こ と

か らメ コ ン委員会 へ の 支援を通 じた 協力

1
.
4 第 9 次農業開発計画の概要

タイ 国にお ける 国家経済社会開発 計画は
,
2 0 0 1 年に終了 し ､

2 0 0 2 ～ 2 0 0 6 年 は ､ 第 9 次国

家経済社会開発計画が施行され て い る｡ 農業協同組合政策及 び開発計画委員会は第 9 次国家経

済社会開発計画 の 下 ､ 計画 立案小委員会 を発足 し ､ 同計画 に対応 し た戦略及 び行動基準を定 め

て い る ｡

基 本原理

A) 経済競争力 を備 えた生 産 シ ス テ ム を包含する農業開発 計画とする ｡
さらに農民は

生 産方法を自主的 に選択 し ､ 政府はそ の 支援者と なる
｡

B) 農産物 の 競争力強化の た め生産か ら消費に至 る各工程 の 効率を向上させ る｡ こ の

こ と に より ､ 製 品 の質 の 向上と安全基準 を確立す る｡

C) 農業開発計画の 立案と天然資源の 管理 に関 して は農民からの 意見 ･ 提案 を受 け入

れ る事に より ､ 農民組織を統 一する こ とを重点目標とする ｡
.

D) 政府組織 の役割 を改善する ｡
. 地 方政府 に役割 ･ 権限を委譲 し ､

民 間を活用する ｡
.

E ) 貧 困削減及 び農民 の 生 活 の 質を向上 させ る た め の ｢ 足 るを知る経済+ の 思想 を椎

持 し､ か つ 農村社会 の 構造 を安定か つ 前進す る改革を実施す る ｡ .

1 . 5 タイ 国農業開発の戦略

農業開発 の 将来 の 見通 し ( ビ ジ ョ ン) ､ 目的 ､
目標 に沿 っ て 農業開発を実施す るた め ､ 以

下 の 4 つ の農業開発戦略を定め て い る
｡
.

1 ) 農業分野 にお ける人材 育成お よび組織開発

2 ) 農産物の 競争力強化

3 ) ｢ 足 る を知 る経済+ の 思想 の 強化

4 ) 天然資源の 管理



それぞれ の 戦略は以下の 開発方針を有 して い る ｡

1 ) 農業分野 における人材育成およ び組織開発

対象 グル
ー プは 農家､ 農業労働者､ 農業組織及びそ の メ ン バ

ー

(農民開発組織) ､ 政府

担当職員 で ある｡ 目的と して は ､
知識 ･ 道徳面で の 人材 開発を行う｡ 職業 を安定させ ､

進歩させ る｡ 自助組織 を設立
･ 強化する ｡ , 実施方針と して は ､ 農家及び農業問題解決

の ため
､
学習過 程確立 の 場 ､ また は政府部門と農家間の 双方 向の交換 ･ 移転の 場と し

て の コ ミ ュ ニ テ ィ
ー 農業技術移転 セ ン タ ー の 事業を支援 し ､ 持続 的な コ ミ ュ ニ テ ィ

ー

営農 の 学習 の場 とする ｡ また ､ 農家 の 志願 に よる グ ル
ー プ化 を支援す る ｡ 農家及 び農

家構成員の 支援を行う｡

2 ) 農産物の競争力を強化

対象 グ ル
ー プと して は

､ 貿易 の た め の 生 産体制が整 っ て い る農家及 び市場 の メ カ ニ ズ

ム に よる価格危機に対 して 備 えが あり ､
ア グリ ビ ジネ ス を行う能力 の ある農民組織 ｡

目的と して は ､ 自由市場メ カ ニ ズム の 競争下 の 農産物競争 にお ける構造改革お よび能

力 の 拡大で ある ｡ 商品 の 生 産を以 下 の 3 つ の グル
ー プ に分 けて い る ｡

> G l
一 輪出 向け に生産 される商品

世界市場に よ っ て価格が決定され るもの で以 下 の も の が あ る｡

米 ､
ゴ ム

､ キ ャ ッ サ バ ､ さとうきび ､
コ

ー ヒ ー

､
パ イナ ッ プ ル ､

蘭
､
ドリア ン ､

竜眼 ､ 鶏 肉､
ブ ラ ッ ク タイ ガ

ー

> G 21 国内消費向けに生産され る商品

生 産量と 国内消費 ､
また同 じ品 目の 輸入 品や代替商品 の 価格に よ っ て ､ そ の 価格

が決定される グ ル ー

プ で 以下 の も の が ある ｡
.

家畜用 トウモ ロ コ シ ､
パ ー ム 油 ､

ジ ャ ガ イ モ ､ 豚 肉､ 鶏卵 ､ 肉牛 ､ 乳牛

> G 3
一 生産が需要に足 りない 商品

大豆な ど世界市場 と比較す る と初期投資がか さむ グ/ レ
ー

プ で ある ｡ 生産効率 の 向

上 が不 可欠 で あるが ､ 国内産業安定の た め には ､
こ の グル い

プ の 生産は不 可欠 で

あ る
｡

3 ) ｢ 足を知る経済+ の 思想強化

零細農家､
生産 シ ス テ ム の 改良を志願す る農家､

コ ミ ュ ニ テ ィ
ー

お よび農民組織を対

象 グル ー プ とす る ｡
. 生態系の 平衡 を維持 し ｢ 足 を知る経済+ の 思想 を基盤とす る経済

に基づ い て 生 産構造を改善す る ｡
また地元 の 知 恵お よび技術 を基盤 とす る生産構造 へ

の 改善を行う こ と を目標とす る｡ 実施方針と して は ､

コ ミ ュ ニ テ ィ
ー 内の既存 の知識

や技術お よびそ の 地域の 知恵 を集 め ､
デ ー

タ ー ベ ー

ス を作成する ｡ . 地元 の 技術 ､ 地域

の 知恵 の技術ネ ッ トワ ー

ク を構築する ⊂
. 本来 タイ人 が持 っ て い る地元 の 知恵に基づく
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知識 の 活用と促進 を図る ｡

4 ) 天然資源の 管理

政府担当職員 ､ 農民 ､ 国民､
コ ミ ュ ニ テ ィ

ー を対象グ ル ー プ とする ｡ 生態系を椎持 し ､

天然資源か ら の 恩恵 を公平に持続的に受 けられ るようにするた め の 管理 を行うこ と を

目標とする ｡

実施方針と して は ､
天然管理計画と適合 させ るた め の 計画の 策定方法 ､ 予算お よび職

員管理 を改善する ｡ 特に流域管理 の よう に ､ 生態系の 中に存在す る全て の 天然資源 と

関連が あり ､
か つ 重要な天然資源管理 と適合させ る｡ 天然資源 の維持 ､ 保 全 ､ お よび

管理 にお い て 政府お よび 国民 ､
コ ミ ュ ニ テ ィ

ー 間の役割 と責任 を明確化す る ｡ 政府側

は 法律に従 っ て 政府 の部署が管理 し責任を持 つ べ き対象地 域で 実施する｡

2 . 調査 地域 の 現況

2 . 1 民間企 業 の戦略 ( 農産加エ)

1 ) C h a ｢ O e n P o k p h a n d G r o u p

同社は タイ証券取引所 に上場 して い る C b a r o e n P o k p h a nd F o o d P n b li c C o . L td( 資本金 5 7

億 B ab t) を傘下 に抱 えて い るタイ資本の 国際 コ ン グ ロ マ リオ ッ ト (5 5 社) で ある｡ 事業

内容 は ｢ 世界 の 台所+ を ビジ ョ ン と し農産物加 工業と通信 ･ 運輸 ･

小売業か ら構成 さ

れ る｡ . C P G r o u p は東 南ア ジ ア ､ 中国､ 台湾 ､ 米国 ､ ト′レ コ で 事業展 開して お り ､ 売上

げは 75 1 億 B allt(2 0 0 2 年) ､ 8 3 1 億 B a 山(2 0 0 3 年) と成長をし続けて い る ｡

C P G r o u p 内には農産物原料調達
･ 加 工 を担う C r o p I n t e g r ati o n B u sin e s s 総括部門が あり ､

そ の 総括責任者 で あ る S u m e tb P i 叩 O S n it 氏 に よれ ば､ 導水計画 によ る東北タイ の 開発 で

奨励され る作物と して ､
コ メ

､ 天然 ゴ ム ､
ポ メ ロ

､
キ ャ ッ サ バ を挙 げて い る ｡

コ メ に

関 して は ､ 近年需要が増えて い る中近東 ･ ア フ リカ をタ
ー ゲ ッ トとする精米 の 輸出で

は なく ､ 電子 レ ン ジ で簡単 に最終調理 でき る半調理済み の炊飯パ ッ ク を欧州市場 で販

売展 開す る こ と で ヴ ェ トナ ム 等米輸出国と の 差別化を 図れ ､ 利益率を高 める こと が で

き る｡

天 然 ゴ ム は ､ 国際価格 の 安定 ､ 中国で の 需要増 ､
マ レ

ー シ ア で の 生産減(椰子 に転換)

と い う環境の 中 ､ 安定 して 出荷 できる状況 に ある ｡
､ 仮 に東北 タイ で濯漑施設が整備さ

れた なら天然 ゴ ム 栽培 が急激 に増 え ､
土地 に水が酒養する こ と に よ っ て東 北タイ の 気

候 を好ま しい 方向 に変える ほ ど の イ ン パ ク トを与 えるだろ う｡ .
ポメ ロ な どの 果 実も

F T A の取引条件下 で 中国向け出荷 が増え る可能性が高 い ⊂. 一方 ､
マ ン ダリ ン やリ ン ゴ



な ど温 帯作物 は中国か らの 出荷が増 える傾向にあ る｡

C P G o ∬p の ラオ
ス に対す る戦略は ､ 契約栽培に よる原料調達で ある ｡ C P の飼料は主

にメ イ ズ と魚粉との 混合で あるが ､
タイ ･ ル

ー

イ県か ら管轄 し ､ ラオ ス ･ シ ャ ン タナ

ブ リ
一 県 の 農家と飼料用 メイ ズ の 契約栽培(F l 種子 配布 ､ 栽培指導 ､

を行 っ て い る ｡

C P G r o u p と して は ラオ ス
へ の 協力は原料調達の 観点 で可 能 で ある〔･ ビ エ ン チ ャ ン 平原

及 び 東北タイ へ の 潅漑は ､ C P G r o u p に も有益で あ り F /S 調査 へ の 参加は可能 で ある ｡

2 ) T h ai S o o n F o o d P ｢ o d u ct s C o ･ Ltd ･

同社は 日本国籍台湾人 の 経営で ､ 農業部門 C E O で ある劉賢閏(Li u S h〉
r

a n
- M i n g) 氏 は台

湾国籍 で ノ ン カイ 県商工会議所 副会長 を兼ね ､ 有能か つ 協力的な人物 で ある ｡
. 同社で

は
､
ス パ ゲテ ィ

ー 用 ト マ ト ･ ピ ュ
ー

レ を中心 に ､ ドライ フ ル
ー ツ

､ 缶詰 ､ デ ハ イ ド レ

イ ト の 製品 を日本に(9 5 % ) 出荷 して い る ｡ . O E M 供給 で ､ 味 の 素 ､
ピザ ハ ッ ト､ 日清食

品 ､ ヤ ク ル ト等 に出荷時期 を調整 しなが ら 日本 に出荷 して い る ｡ 将来て き冷凍食品 の

開発 を模索中で あ る ｡
. N o n g K 血i 県 S ri C h ai n g m ai 郡 に位置す る同社 工場は IS O 及 び

H A C C P を取得 して い る｡ .

取扱作物 は ､

ベ ビ ー

コ
ー

ン
､
ス イ

ー

ト コ
ー

ン
､
ト マ ト

､ 竹 の 子 ､
シイ タ ケ

､
ア オ ヒ ラ

ダケを出荷して い る ｡ 出荷額は F O B 価格で 3 億 バ ー ツ
｡ 現在 着目 して い る の は馬竹で ､

タ ケ ノ コ の 糖度が 高 い こ とと大型 の 菓が中国向け にチ マ キ包装材料 と して利用 可能 で

あ る ｡
.

種子 に 関 して は ､ 日本 の 雪印種苗 ､
ア メ リ カ の エ ル ワテ ィ社や P a ci五c 社 か ら F l 種子

を購入 し ､ 農家に販売 して い る｡ 更に ､ 同社保有 の 圃場 1 n O O r ai の 一部 の ネ ッ ト ハ ウ ス

で 種苗 を販売 して い る ｡
. 普及対象は東北タイを中心 に 1 9 県で ､

8 0 0 0 戸 の 農家か ら作

物 を集荷 して い る 1｡ 輸出作物 の 農業普及 には民 間企業 と の 協業が 欠か せ な い ｡ .

東北タイ へ の 導水計画は非常に興味が あり今後協力が可能 で ある ｡ . 但 し､ ラオ ス 進 出

には政治体制及び 人材の 問題か ら慎重で ある ｡
.

3 ) T h e K u m p h a w a pi S u g a r C o ･ Ltd ･

同 工場は 1 9 63 年に設立され ､ 株主 は ､
三井物産 ､ 新三 井製糖 ､ 台糖 で あ るこ. 新規に買

収 した別工 場( K a s et P h oI S tlg a r L td .) は 4 9 % が 日本サ イ ドの 株式 シ ェ ア
ー

で ある
｡
.
工 場 の

稼動は年間 6 ケ月 で ､ 両 工場で 3 ()() 万 t o n の サ トウキ ビ原材料を入 荷 して い る ｡
､ 平均

歩留まり( 精製砂糖 の 重量) は 1 1 .5 % で他国ある い は 国内他地 域より高 い水準に あるこ･



現在 ､ 倉庫代 コ ス ト増 ､
人件費上昇 ､ 制度 ､ 安全性の 上 で の 課題を抱 えて い る ｡ 今の

市況は供給 と需要 の バ ラ ン ス 取れ て おり安定 して い る `
つ 最大出荷国で あるブラ ジ ル で

の動 向 ( 自然条件や エ タ ノ
ー

ル 配合率等政策的条件) が価格に大きく影響す る｡

出荷先は ､ 日本 ､ 極東 ロ シ ア ､ タイ ､ ラ オ ス ｡
ブ ラン ドは ｢ ス プ

ー

ン 印+ で有名 で あ

る ｡ .
工場買取価格 は C C S で糖度を検査 して 価格 を決定す る こ とに なっ て い るが ､ 現実

は重量に よる買取りを行 っ て い る ｡ .

農家は農業労働者 の 人件費 を節約す るた め ､ 収穫物 の枝葉を焼 い て い る ｡
J こ れに より

劣化が進み糖度が低く なる( シ ョ 糖 がデン プ ン化する) ｡ 人力 で の枝葉勢伐 には 1 0 % の

プ レ ミ ア ム を付け て お り ､ 更に高く した い と こ ろ で あ るが制度上 で きない ｡ 集荷範囲

は最大 1 0 0 k m 圏内で ､ 出荷 ピ
ー

ク は 1 2 月 初旬か ら 3 月 中旬で ある｡

バ ガ ス(残揮) は発 電(1.5 M W ) に利用 して 工場内及 び職員住宅
へ 電力供給 し ､ 売電も行 っ

て い る ⊂. 糖蜜 は トラ ッ ク運転手( 仲買人) に無料 で 引き取 っ て もら っ て い る ｡
.

エ タ ノ
ー

ル

生 産には ､ 政府 の 買取保証が あれ ば前向き に考え る｡ 但 し､ エ タ ノ
ー

ル は危険物取扱

い にな る の で
､ 追加 投資が 必要 で ある .

〕

副 工場長 で ある露木賢
一 郎氏 の 意見と して ､ 導水計画 に対 して はメ リ ッ トより ､

デメ

リ ッ トを推測 し て い る こ, 農家は ､ 労力と収入 の 面 か ら甘藷 より米を植えた が るか ら で

あ る こ. 但し ､ 近年塩害が ウ ドン タ ニ 北部で発生 して お り ､
そ の リ

ー

チ ン グ の ため の 水

と い う の で あ ればメ リ ッ トはあ ると 考える｡ . ラ オ ス は現製品 の 重要な市場 で あ るが ､

工場進 出は政治的 ､ 人 的資源か ら難 しい か と考 える ｡ . ラ オ ス か ら の 入荷は ､
工場 ま で

の 距離 が 1 (IO b n 以 上 あ り ､ 経済性の 面 で難 しい こ, 但し ､ ラオ ス 南部で あるサ バ ナ ケ ソ

ト県に タイ資本 の 精糖 工 場が進 出して い る｡ .

4 ) L a o A 9 r O l n d u s t｢ y C o . Ltd .

L a o A g r o Illd u stり
▼

C o.
L は は 1 9 9 7 年 に タイ の L a ln p a n g F o o d P r o d u ct s C o. L td . の 子会社と

と して ラオ ス 事業家 L o u m kll a ln Ⅶ 11g エ a) ′ 氏が合弁 で設立 された会社 で ､
ナ ム グ ン ダム

下流 1 0 k m に農産加 工 工場 を保有す る ｡
. 主 力製品 は パ

ー ム シ
ー

ド甘煮 ､
タ ケノ コ 水煮 ､

ベ ビ ー

コ
ー

ン 水煮 ､
グリ

ー

ン マ ス タ
ー

ド漬物 ､
ニ ン ニ ク酢付け ､

マ ン ゴ
ー

シ ロ ッ プ漬

けで あ る 二
.

製品は ス テ ー / レ缶やポ リ エ ス テ ル の ポ ッ トの 荷装 で ､ 自社販売を ｢ L A I C O + ブラ ン ド､

ある い は輸入 元 の ブ ラ ン ドで 出荷 して い る て
. 例えば､

ベ ル ギ ー に は ｢ F ir st St a g e+ ､ フ

ィ ン ラ ン ドに は ｢S ilk R o a d + ､ 英国に は ｢ L ot u s+ や ｢ A m o y + の ラ
ベ ル を貼り O E M 供
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給 を行 っ て い る ｡ 特 に欧州市場 で ､ ラオ ス 製品 は特恵関税を適用されるた め ､ 有利 な

販 売が で きる ｡ 製品 の 一部は ､
ラオ ス 国内､ ヴ ェ トナ ム ､ タイ にも出荷 して い る｡ 2 0 0 3

年 の 実績と して 1 8 ト ン( 8 8 コ ン テ ナ
ー

分) を出荷し ､
そ の うちタ ケノ コ が 伸び て い る ｡.

そ の 恩恵に より 2 0 0 2 - 03 年度 に単年度黒字化が達成 した ｡

集荷 の 形態は ､
2 ～ 3 村 を束ね る集荷人 と 工場と の契約 で ､ 数千戸規模の 農家との 間接

的取引を行 っ て い る｡ . 従 っ て ､
ビ エ ン チ ャ ン 平原 で の 作物 の 多角化には親会社で あ る

L a m p allg F o o d P r o d u c ts C o .
Lt d .
の マ ー

ケテ イ ン グカと L A I C O の 人材と の 協力が望まれ

る ｡

5 ) L a o V V o 【d G r o u p C o . Ltd .

L a o A g r o I n d u s 叫 C o. L td . は中国系タイ 出身の オ
ー

ナ ー で あ る S a c k c h ai W o n g ln al a sith 会

長( 通 称 P et e r C 血a l l) が ラ オ ス で 立 ち 上 げた 企 業集 団 で ､
タイ 証 券取 引 所 に 上 場 し

｢ A R O Y - D + ブ ラ ン ドで有名な m ai A g ri F o o d s P u bli c C o . L t d . の 企 業集団(2 2 社) との 姉

妹関係 に ある ｡
L a o W o rld G r o u p は 2 0 0 4 年 8 月 か ら稼動す る農産加 工 工場 の 他 ､ L a o

国際展 示 会 ･ 会議場( L a o -I T E C C)3 ､ 製材所 などを有して い る ｡

農家 の 所得向上 の た め農業 ･ 森林省の 要請に より ､ P et e r C ll a ll 氏 が ビ エ ン チ ャ ン 郊外に

位置す る農産加 工 工場 を新設 した が ､ そ の 運営に は同省農業局の ネ ッ トワ ー ク が活か

され て い る ｡ . 初期段 階と し て ベ ー ピ ー

コ
ー

ン の 水煮缶詰を製造する の で ある が ､
F l 種

子及 び 肥料 を同社が調達 して ､ 農業局 の 農業普及員は資材 の配布と栽培方法の 指導に

あた る
.｡
マ

ー

ケ ッ ト開拓 は ¶l ai A g ri F o od C o . Lt d .
の 既存 の 販路を利用 して ､ 主 にタイ

国内､
フ ラ ン ス 等欧州 ､ 米 国､

日本に 出荷す る予定で あ る ｡ . 次 の 段階と して ､ 相手国

市場 で需要 が増 えて い るタ ケ ノ コ や パ ー

ム シ ー

ドを加 工す る予 定で ある こ. ま た 同時に

自社農 園で は ア ロ エ の栽培試験を行 っ て い る こ,

基本的に 工場 と個別農家の 契約栽培 となるが ､
こ の 試み は ラオ ス で 始ま っ た ばか り で

あり ､ また 民間の 資本 ､ 技術的ノ ウ ハ ウ ､
マ ー ケ テ イ ン グカ を措 か して 官と協業 して

農家所得向上 を図る こ と は即効性 の ある事業と考 える｡ ビ エ ン チ ャ ン平原の 開発 には

P et e r C ll all 氏 の ようなリ ー ダ ー シ ッ プ をも っ た 民間 の活力が欠かせ な い こ.

6 ) N a n g Xi e n g X a y R i c e M ‖

ビ エ ン チ ャ ン に大型精米所は 3 事業者が い る .｡ 同社 ､
K a o Li e ll

､
N o llg T b n g で ある｡ . そ

3 I T E C C の 竣 工 は 2 0 0 4 年 で ､ 敷 地面積 3 万 m 2 ､ 建物面積 3 , 2 0 0 m 2 ､ 建築費 7 . 5 百 万 tTS S で あ
､
ラ オ ス 最

大の会議場 である ｡
2 0 0 4 年に は ､

A S E A N 観光 フ ォ
ー ラム

､

ベ トナ ム 物産展
､
ラ オ ス ･ タ イ交易 フ ェ ア ー 等

大型の 展示会を開催 して い る
｡
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の うち N o n g T b n g は ラオ ス 国軍所有の 精米所 で ､
ラオ ス 独特の 米流通構造が ある ｡

･ こ

こ では情報の信頼性 の 高 い 民間 の N a 喝 Ⅹi e n g X a y R i c e M ill オ
ー

ナ
ー の 意見をこ こ で述

べ る ｡

籾の 出荷 はラオ ス 南部 が多く ､ 籾の 品質も高く( 砕米率が比較的低 い) ､ ビ エ ン チ ャ ン 市

場 で も 5 ～ 1 0 % 高く取引 されて い る ｡ 販売される米 の うち 6 0 % が モ チ米 でうる ち米は

4 0 % で ある｡ 同精米所 で は年間 5 ,0 0 0 ト ン( 精米ベ
ー

スニ) の 取扱い がある｡ .

近年 ､ ラオ ス の 米価 は ､ ヴ ェ トナ ム 人 の 購 買力に よ っ て 変化す る｡ . ヴ ェ トナ ム の仲買

人が 大量 に購入す る年は 3
,
5 0 0 - 4

,
0 0 0 K ip 几g で ､ な い ときは 2

,
5 0 0 K ip 瓜g で ある て

. 季節変

動 で は年 に よ っ て 若干 の 変動が あ るが ､
4 - 7 月 が低く ､

1 - 2 月 が高くな っ て い る ｡ . 国軍

の 精米所は毎年商業省 と の 折衝に より購入価格( 一般に低 い) が設定され ､ 各地 域に供出

の 割当て が ある ｡

流通上 の 問題 と して ､ 精米所オ
ー

ナ
ー

は①軍に集荷する籾の 品質は非常に悪く ､ 価格

面 で も籾 ･ 米流通構造を歪 め て い る可 能性が あ る こ と ､ ②乾期作収穫時は降雨量が多

く籾 の 乾燥が で きな い こ と ､ ③ 国全体 で 籾を貯蔵す るキ ヤ バ シテ ィ
ー

が小 さ い こ と ､

④種子劣化に より ビ エ ン チ ャ ン を含む 北部地域 の 米の 品質が悪 い こ と ､ ⑤タイ との 米

輸 出入禁止策を指摘 して い る｡

コ メ増産 を ビ エ ン チ ャ ン 平原 の 開発 の 目標 とす るならば ､ 種子 の 開発 と普及や規制 の

少な い 流通構造 へ の 移行 などが求め られ る ｡
また

､ 良質か つ 安全なモ チ ゴ メ は焼酎原

料 と して 活用 でき る｡ .

2 .
2 広域の 自給状況

1 ) タイ

タイ 国民 は米食中心 で ､ 東南ア ジア の 多く の 国民 と同様 ､ 肉 より魚 を多く消費して い

る こ. 伝統的に畜産物 を摂取する こ とは少なか っ たが所得 の 増加 と生活 ス タイ ル の洋風

化に より食生 活 が多様化 し ､ 畜産物 の 需要が拡大 ､ 畜産物消費量が年々 増加 して い る こ
.

国民 1 人当た りの 農畜産 物 の 年間消費量 を表 2 - 1 に示す ご.
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表2 -1 : 国民1 人当たりの農畜産物年間消責量(タイ)
( 単位: kg カ ロリ

ー

:k c a け

年 米 野菜 果物 牛肉 豚肉 鶏肉 牛乳 卵 魚 カロリ ー / d a y

1 9 9 8 1 0 5 . 7 4 0 . 3 9 0
.
3 4
.
2 7 . 8 1 5

.
2 2 1 / 7 1 0

.
5 3 1
.
5 2 4 5 4

1 9 9 9 1 0 6 .1 4 0 . 5 9 5 .4 3 . 8 7. 5
1 4 .1 2 2 .

3 9 .
8 3 1 .9 2 4 4 3

2 0 0 0 1 0 6 .4 4 0 . 4 9 1
.
7 3 . 5 7 . 8 1 3. 5 j 2 2.4 1 0. 1 3 0. 6 2 4 3 5

2 0 0 1 1 0 3. 2 4 2 , 0 9 0 .6 3 . 7 7 .
9 1 3 . 9 ! 1 9 .6 9 . 9 3 1

.
3 2 4 5 6

2 0 0 2 1 0 2
.
6 4 2 .1 8 7 .8 3 .8 8 .1 1 4 . 4 1 1 8 .8 9 . 6 3 0 . 9 2 4 6 7

日 本
★

6 6.2 1 0 8. 9 5 5 .8 1 0 .4 1 8. 8
1 4.
9 ! 6 8 .9 ≡ 1 9 .

9 7 1
.
0 2 9 0 5

年増加 率 -1.
3 6 % 1

.
0 3 % - 0. 9 3 %

- 0 .8 6 % 0.5 3 % 3 . 3 7 % ∃ 4 .1 6 % 1 .5 4 % 2 .
4 1 % 0. 8 0 %

出典: F o o d 鮎I a n c e S h e e t F A O

* : 日 本 のデ
ー

タは1 9 9 6 年 産

米の 消費量 は年率 - 1 .4 % の 割合で 減少 して い る
｡
鶏肉の 消費は急速 に伸びて い る ｡

こ

れ は ､
ブ ロ イ ラ

ー

生産 の拡大 と価格の 低下 に よるもの で あ る ｡
. 牛肉消費量は鶏肉､

豚

肉
､
魚の 消費量 に比 べ て少 なく ､

ほぼ横這 い の 状態が続 い て い る｡ . 牛乳は ､ 牛肉とは

対照的に消費 の 伸び が著 し い ｡ 現在 ､ 畜産業は 国内需要増 に伴 い 伝統的零細飼育か ら

資本 ･ 技術投資の 商業的家畜飼育 へ の 転換 しつ つ あり ､
それに伴 い 内需も拡大 して お

り
､ 今後共 より一 層 の 生産 の 拡大 と ､ 国内消費 の 伸びが期待 でき る重要な産業 で あ る｡

2 ) ヴ ェ トナ ム

ヴ ェ トナ ム は熱帯独自 の 豊俸 なメ コ ン デ ル タ の 自然 の恵み に は ぐく まれ た文化 に中国

文化や フ ラン ス 文化な どが 入 り混 じ っ た食文化が発達 して い る ｡
. ヴ ェ トナ ム 人 の 日常

生活に と っ て ､ 食事は重要な位置を占め て い る｡ . 食事は生活需要 ､ 労働成果 の 享受 の

需要 ､ 家族 団ら ん の 為だ けで な く ､ 共同体 の 文 化生活 を表わす もの で もある ｡
. あ る食

品は病気を治療 で きる と言 われ て い る ｡ 米食 中心 で ､ 東南ア ジ ア の 多く の 国民 と 同様 ､

肉より魚を多く 消費 して い る ｡
タイ と同様 ､ 伝統的に畜産物を摂取す るこ と は少なか

っ たが 所得 の 増加 と生活 ス タイ ル の 洋風化に よ り食生活が 多様化 し､ 畜産物の 需要が

拡大し ､ 畜産物消費量が 年々 増加 して い る｡ . 国民 1 人当た り の農 畜産物 の年 間消費量

を表 2 - 2 に示 す｡

米 の 消費量は年率 - 0 . 0 7 % の 割合 で減少 して い る｡ 豚 肉と鶏肉 の消費は急速に伸び て い

るら こ れは ､
ブ ロ イ ラ

ー 生産 の 拡大と価格 の 低下に よるもの で あ る ｡ 牛乳は ､ 国内生

産 量は 増加 して い るが ､ 輸入量 の 減少に より ､ 国民一人 当た り の 消費量が 減少 して い

る
｡
. 牛乳とは対照的に卵の 消費の伸び が著 しい ｡ . 現在 ､ 畜産業は 国内需要増に伴 い伝

統的零細飼育か ら資本 ･ 技術投資の 商業的家畜飼育 へ の 転換 し つ つ あり ､
それ に伴 い

内需も拡大 して い る｡ 畜産は ヴ ェ トナ ム で も今後 より一 層の 生 産 の拡大 と ､ 国内消費

の 伸び が期待 で きる重要 な産業 で ある ｡
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表2
-

2 : 国民1 人当たりの農畜産物年間消妻量(ヴェトナム)
( 単位 二kg . カロリー:k c a l)

年 米 野菜 果物 牛肉 豚肉 鶏肉 牛乳 卵 魚 カロリ
ー

/ d a y

1 9 9 8 1 6 9 .4 6 6. 8 4 9 .1 2 .1 1 5 . 3 3
.
9 7
.
4 1
.
9 1 7. 6 2 4 2 0

1 9 9 9 1 7 0
.
0 7 2 .1 4 7 .7 2 .3 1 6 .2 4 . 2 3 . 2 2. 1 1 8.

0 2 4 7 3

2 0 0 0 1 6 9. 6 7 4 . 3 5 0.6
2
.
4 1 7

.
1 4 . 7蔓 4

.
7 2 .2 1 9 .0 2 5 0 0

2 0 0 1 1 6 8. 2 8 2 .1 5 0 .3 2. 5 1 8 .5 4.
9 3

.
9 2
.
3
】
1 7
.
9 2 5 3 4

2 0 0 2 1 6 8
.
2 8 0 .1 5 2

.
0 2
.
5 2 0
.
2 5

.
4 声 5

.
0 2 .6 1 7. 7 2 5 6 6

日 本
★
6 6 . 2 1 0 8 . 9 5 5

.
8 1 0. 4 1 8 .8 1 4. 9 6 8 . 9 1 9. 9 貞 7 1 .0 2 9 0 5

年増加 率 -0 . 1 8 % 4 .
6 4 % 1 . 4 5 %‡ 4 .4 6 % 7

.
1 9 %1 8.4 8 % ト9.3 4 %ら 8.1 6 % ‡ 0.1 4 % 1. 4 8 %

出 典: F o o d B al a n c e S h e e t F A O

* : 日 本 の デ
ー

タは1 9 9 6 年 度

3 ) ラオス

フ ラ ン ス に統治され て い た国は食事がお い し い と の通説が ある ｡
ラオ ス も例外で は な

い
｡ ラオ ス の 主要 民族 の 主食は もち米 で ある ｡ あ らか じめ水に浸 し て お い た もち米 を ､

竹製 の か ごに入れ ､
鍋にか け て蒸す ｡

1 9 9 9 年か ら 2 0 0 0 年に かけて ､ 野菜の 生産量が

飛 躍的に伸びた た め ､ 国民 一

人当た り の 消費量も飛躍的に伸び て い る ｡ 国民 1 人 当た

り の 農畜産物 の年間消費量を表 2 -3 に示 す ｡ J

表2 - 3: 国民1 人 当たりの農畜産物年間消費量(ラオス)
( 単 位: k g カ ロリー:k c al)

年 米 野菜 果 物 牛肉 豚 肉 鶏肉】牛乳 1 卵 魚 カロリ ー / d a y

1 9 9 8 1 6 9. 7 2 8 . 4 3 3. 7
6
.
1毛 6

.
2 2
.
2 4
.
3毒 1.3 8 . 6 2 2 1 7

1 9 9 9 1 7 4
.2 4 9.

6 3 4
.2 7 .3 6 .1 2

.
1 3 .6 1

.
4 1 2. 4 2 2 3 3

2 0 0 0 1 6 7
.9 1 2 0.

7 3 4
.
3 6 .3 5 . 2 2

.
3 3 .7 1.7 1 4. 6 2 2 6 5

2 0 0 1 1 7 0
.
5 1 1 7.

5 3 5
. 2

6 .4 5 . 8 l 2
.
5 5 .2

1

1 .9 1 5. 8 2 2 7 8

2 0 0 2 1 6 7. 7 1 5 1 . 8 3 6.1 6. 8 毒 5.7 2 .
4 1 5
.1

2 .0 毒 1 5.5 2 3 1 2

日 本
★

6 6.2 1 0 8. 9 5 5.8 1 0.
4 1 8 . 8 1 4

.
9 芦 6 8 .9 1 9

.
9 7 1. 0 2 9 0 5

年増加 率 -0.3 0 % 5 2.0 5 % 1. 7 4 % 2 . 7 5 % - 2.
0 8 %! 2 . 2 0 % F 4 .3 6 % l 什 3 7 % 1 5. 8 7 % 1 . 0 5 %

出典: F o o d B al a n c e S h e e t F A O

* : 日本 の データは1 9 9 6 年 度

畜産 に つ い て は ､ 北部 ､ 南部 で盛ん で ある ｡ 北部 で は ､ 農耕用の 水牛 ､ 牛 ､ 豚 ､ 羊､

采昏の 生 産 が多 い ｡
これ は ラオ ス 政府 の 政策で ､ ケ シ に変わ る現金収入 を 山岳地 帯 の農

家に持たせ るた め ､
ま た ､ 焼畑を減らす ように定住型 の 生活 をさせ る た め ､ 畜産を奨

励 して い るか ら で あ るこ . 内陸国で あるた め ､ 海産物 の 消費は ほ と ん どない が ､ 鮒 ､ 鮭 ､

ウナ ギな どの 淡水魚 の 消費が多 い ｡ 年間消費量は ､ ヴ ェ トナ ム ､
1 7 .1 kg /p e rs o 叫

7

e ar に

対 して ､
1 5 .5 k g/p er s o 叫･e ar で ある ｡ .

2 . 3 食料消真の 変化と予測 ( タイ)

タイ にお ける ､ 食糧消費の 変化 と予測を考察する ｡
タイ の 経済成長 に伴う所得水準の 向上
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は ､
で んぷ ん質食品の 摂取量の 減少 ､ 海産物 ､ 畜産物 の油脂類 の摂取量増加 と い う食生活

の 変化 を起 こ して い る｡ 現状にお ける ､ 食料消費の量的拡大の 指標 であるカ ロ リ
ー の推移

で は ､
1 9 8 9 年 2

,
1 5 3 k c al で あ っ たタイ 国民 1 人 1 日当たり の カ ロ リ

ー

は
､
1 9 9 4 年に は ､

2
,
3 00 k c al 台 ､ 1 9 9 8 年 には 之4 0 0 k c al 台 へ と速い テ ン ポ で増加 して い る｡

一 方 ､ 我が 国の所得水準向上 と供給 カ ロ リ
ー の 推移は 昭和 :娼 年 に ､

2
フ
2 9 1 k c al で あ っ た､

国民 1 人 1 日当た りの カ ロ リ
ー

は
､
昭 和 3 9 年に 2 . 4 0 0 k c al 台

､
昭和 4 3 年 に 2

,
5 0 0 k c a l 台

へ と増加 し､ 昭和 6 1 年度に 2 ,6 0 0 k c al 台に到達 して い る｡ 近年は 2 ,8 0 0 k c al 程度と横這

い で推移 して い る ｡
( ｢食料自給表+ 農林水産省発行 参照)

イ 国で の 2 0 2 0 年 ま で の カ ロ リ ー

の 推移 を予 測す ると ､ 過去 1 0 年間の 年伸び率は約 1 .3 %

で あるが ､ 将来は 日本 と同様やや横 這 い で 推移す ると 予測される ｡ また ､
2 0 年後を日本と

ほぼ同 じ水準に 達すると仮定 し下記表 2-4 と 予測する｡

表:2 - 4 国民1 人当たりの 供給熱量の 予測

Y e a r

T h a i J a p a n

1 9 9 8 2 0 0 0 2 0 1 0 2 0 2 0 1 9 9 8

K c al/d a y 2
,
4 6 2 2

,
5 1 7 2

,
7 3 9 2

,
8 9 7 2

,
8 7 4

出典: F o o d B al a n c e S h e e t F A O および調査団

2 . 4 食生 活の 特徴

日本 で の カ ロ リ ー 拡大 の 背景と し て ､ 国民 1 人 1 年当た り の 畜産物 と油脂類 の 消 費量 が主

た る要因とな っ て い る ｡ 畜産物 の うち肉類 の 消費は ､
1 9 6 0 年度 の 5 . 2 k g か ら ､

1 9 9 5 年 の

3 1 . 3 k g の 6 倍 とな っ た ほ か ､ 牛乳及び乳製品 は同 2 2 .2 k g か ら 9 1 . 3 k g
へ 4 . 1 倍 ､ 鶏卵も

同 6 .3 k g か ら 1 7 .6 k g
へ
､
2 .8 倍 と増加 して い る｡ 油脂類も 4 . 3 k g か ら､

1 4
. 6 k g

へ と 3 .4

倍 とな っ て い る｡
一 方米 の 消費は 1 9 6 0 年 1 1 4 k g か ら 6 7 .8 k g と 4 割強 の減少と な っ て い

る と報告されて い る｡ ( ｢ 食料自給表+ 農林水産省発行 参照)

タイ で も 同様 の食 生 活の 変化が 起 こ る こ と が予 想させ るが 栄養 の バ ラ ン ス と い う質 の 側

面 に つ い て も考察をお こ な っ た ｡

タイ ､ 日本 ､
ヨ ー ロ ッ パ にお ける ､ 国 民 1 人 1 年当た り の ､ 農畜産物消費量 を表 2- 5 に示

す ｡ . また ､
こ の 表か ら消費量全体に 占め るタ ン パ ク質 ( P ) ､ 炭水化物 ( C ) ､ 脂質 ( c )

の割合 を表 2-6 に示 す ｡
.
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表2-5 : 農 畜産物年 間消責圭
T ll ail a n d (U nk :K il o 訂 a m S P e r P e r S O n P

Y E A R Ric e C e r e als S u g a r c r o p s S w e et e n e r s V eg et 8b l e s O il c r o p s F r山t s B e ef Pi g m e at P o ult ry M ilk E gg s
F ish

.

S e af o od

C A L O R JE S

( p e r d a y)

1 9 89 11 2.4 2 1 .9 2 9 .4 1 8 .0 36 .9 28 .0 9 5
.
1 5 .8 6 . l 6

.
1 1 0 . 6 8

.
8 2 0
.
3 2

,
1 7 6

1 9 g 4 1 0 7.5 Z 了.4 5 了.0 之4.之
3了
.
3 之臥6 9 4

.
4 5
.
9 8
.
4 1 3 .9 1 臥3 9 .8 3 0 .1 2

,
32 8

1 9 95 1 0 8 .3 2 6.4 7 2 .0 27 .1 38 .2 29 .2 9 3 . 6 5 . 7 8 . 3 1 3
.
8 2 4 . 0 9.6 3 2.0 乙3 9 8

1 9 9 6 1 0 7. 4 2 8.0 6 8. 4 2 8.0
3 7
.
1 2 乙7 9 2.

2 5
.
6 8 .6 14 .4 2 3

.
3 9 .9 3 l .2 乙42 2

1 997 1 06 .9 2 5 .3 6 ei .5 28 .9 35
.
6 25 .9 92 .4 5 .0 9 .2 1 4

.
1 2 6 .8 1 0.2 3 3.4 2 .4 3 2

1 9 9 8 1 0 9 .0 2 6 . 9 6 9 . 4 3 0
.
了 3 8. 3 2 4 . 9 88 .5 4 .5 7.8 1 5. 8 2 1. 6

9
.
5 3 3
.
1 2

.
4 6 2

J a p a n

Y E A R R iG e C e r e al s S u g a r G r O P S S w e et e n e r s V e g et ab le 与 O il c ｢ o p s F r山t s B e ef Pi g m e at P o 山tlγ M i】k E g g s
Fi sh
,

S e af o o d

C A しO R IE S

( p e r d 8 y)

1 9 8 9 6 4 .9 1 0 5 .8 0 3 5.4
1 1 8 . 9 2 l . 4 5 1 .7 7

.
7 1 5
.
7 1 3
.
6 6 5
.
6 1 8. 8 7 2.1 2 ,9 0 6

1 9 9 4 61 .0 1 0 6
.
8 0 3 2 .6 1 1 3 .5 2 1

.
7 5 1 .7 1 0 .7 1 5. 1 1 3.8 6 8.0 1 9. 8

了1 .4 2 .9 0 3

1 9 9 8 6 0
.
0 1 0 5
.
8 0 3 0

.
5 1 0 9 . 8 2 3

.
4 4 7
.
2 1 0 . 8 1 6

.
2 1 4
.
5 6 8
.
3 1 9. 4 6 6 . 5 2. 8 7 4

E u r 0 lI a

Y E A R
R ic e C e r e al s S u g a r c r o p s S w e et e n e r s V eg et ab le s O il c r o p s F r山t s B e ef Pi g m e 8t P o u】t け M ilk E g g s

Fi sh ,

S e af o o d

O A J O RI [ S

(p e r 由 y)

1 9 8 9 3
.
7 2 0 8 . 5 0 3 臥8 1 1 8

.
1 1 8
.
3 9 3
.
2 2 0.7 4 1. 5 1 5.1 2 3 1.2 1 3. 0 1 9.6 3 ,4 0 5

1 9 9 4 3 . 4 2 2 2.7 0 3 6.7 1 0 3.0 1 5. 7 7 6. 8 1 9.
8 3 2.

9 1 4
.
7 1 9 9.

9 1 乙3 1 7
.
2 3

,
1 8 7

1 9 9 8 3
.
9 2 2 1
.
9 0 3 8

.
0 1 1 0 . 3 1 7 . 0 7 6 . 3 1 7 . 5 3 4 . 2 1 5. 7 2 0 9 . 1 1 2 . 1 1 9.

7 3
.2 1 7

N o t e : F o o d βal a n c e S e et F A O

表2 - 6 : E s ti m a t e of P . F .C p e r C o u n t r y f o o d c o n s a n p ti o n

Y E A R C a ｢b o h y d ｢at e P ｢ O t ei = F a t O t h e ｢ S T ot a】

｢ ⊃

⊂
l口

付
. .⊂

ト

9

4

5

6

7

8

8

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

3 3 .6 %

2 9 .1 %

2 7 .6 %

2 8 .4 %

2 7 .5 %

2 8 .4 %

1 4 .4 %

1 8 ,8 %

1 9 .1 %

1 9 .5 %

2 0 .
6 %

1 9 . 3 %

7 . 0 %

6 .2 %

6 .0 %

4 .8 %

5 .4 %

5 .2 %

4 4 . 9 %

4 5 . 9 %

4 7 .
3 %

4 7 . 3 %

4 6 . 5 %

4 7 .1 %

1 0 0 . 0 %

1 0 0 . 0 %

1 0 0 . 0 %

1 0 0 . 0 %

1 0 0 . 0 %

1 0 0 . 0 %

⊂

(ウ

已
何

｢ 〉

9

4

8

8

9

9

9

9

9

4 1 .0 %

4 0 ,1 %

4 0 .6 %

3 2 .7 %

3 3 .9 %

3 4 .2 %

8 .7 %

8 .8 %

8 .2 %

7 0 . 3 %

7 1 .4 %

7 1 .4 %

1 0 0 . 0 %

1 0 0 . 0 %

1 0 0 . 0 %

屯〉
n

O
L

⊃
L山

1 9 8 9 2 5 .8 % 4 1 . 5 % 1 1 .3 % 7 8 .7 % 1 0 0 . 0 %

1 9 9 4 2 9 . 9 % 3 9 . 3 % 1 0 .2 % 7 9 .4 % 1 0 0 . 0 %

1 9 9 8 2 9 .1 % 3 9 . 7 % 9 .8 % 7 8 .7 % 1 0 0 . 0 %

出典二F o o d B al a n c e S h e e t F A O

表 2 ･ 6
,
2

･

6 で は
､
日本にお ける P .F . C は ､ 主食 で ある米 を中心 と し て 畜産物 ､

魚介類 ､ 野

菜果実等多様な食 品か ら構成され栄養的にもバ ラ ン ス が取れ て い る こ.
一 方 ヨ

ー

ロ ッ パ の食

生活 で は ､
タ ン パ ク質､

脂質の 割合が高く ､ 脂質過多な食生活 で ある こ とが うか が われ る｡ .

今後 の タイ にお ける ､
バ ラ ン ス の 取れた 消費の 傾向を予測す る と ､ 米の 消費の 緩やか な減

少 に伴い ､ 減少する炭水化物 をそ の他 の 食品 で補うこ とが必 要とされ る｡ また ､
タ ン パ ク

質､ 脂質に関 しても日本並み の 消費が拡大す る こ とで ､ 期待 され るカ ロ リ
ー

が 確保される

と予 測される ｡

上記の 仮定に基づき ､
2 0 年後 の 予 測され る各食品 の 消費量を表 2

-

7 に示す
｡
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表2 ･7 : F o d 由I a n c e P 叫 e d 仰

F ∝)d

T h ail a nd J ap 訂l

Y e a r 1 9 9 8 20 ∝I ;犯10 2 0;犯 19 !柑

E n e r9 y 舟 1 n u al

ぐ(X 氾 K 提 U

A l n u al

ぐ∝和 仏 レ

Arl n u al ノ吋1 n u al

(
■

〔瓜〕K ヨU

A l n U al

ぐ∝氾 触l/甲r Kg C o n s u n下.
加 ｢由 n m r d ぐ∝氾 他 レ n m n d C o n 別 m P.

( K〔ヨl/K 白) . 1 ( K g) , 訂 y e a r) ( K 白) . 甘 y e a r) ( K g) , 甘 y e a r) ( K g) , 甘 岬 a r) (l匂) , 訂 y e a巾

1
.
R c e 3

.
3 ∝) 1 00.0 3∈労.7 1 偲.4 3 5 7.7 1〔方.

4 3 4 7
.8 1 0 3 .5 3 41 .

6 6 1
.
0 2 0 1 .3

之 0 紬 r o ∋陀 al s a r d m 血 m 9 5 5 2 7 .0 ::5.8 2 7.9 :お.6 :氾 >0 3 6
,3 4 2.0 4 0.

1 1 0 7
.
0 1 0 2
.
2

3. 乱哩声r m 【B
器0 (刃 .4 1 a

.
1 7之Ol :犯 .9 7 5 .0 2 1 .8 7 5 .0 ( 2 1

.
8 0 .O 1 0 .0

4 . S 肌 e et e n e r S 3
.
4 田 :氾

.
7 1(方.9 3 3

.
0 1 1 4
.
9 3 5
.
0 ! 1 2 1.9 3 9. 0 1 3 5.8

:汚.0 1 25.4

5. 悔 由 u e s
1 弧 :汚.3

6
.
9 玉 .2 6 .9 3 7

.
0 7

.
0 3 7
.
0 7

.
0 1 Ⅹ) .0 2 2 .8

6
.
q l 叩 a r d 噛 也山e O tl 6

,
まⅩ) 2 4

,
9 1 7 1.8 2 4.4 1 岱,4 2 4.0

1 6 5,
6 :叫.0 1 6 5.

6 :ら
.
0 1 乃
.
4

7
.
F 一山b 8〔汀 缶 .5 7 1

.
4 8 7 .3 7 0 .5 8 4.

0 6 7 .8 8 5
.
0 6 8

.
6 5 .0 4 4

.
4

8 . B e 東 2
.
7 ∝) 4.5

1 之6 4
.
3 1 2
.
0 6

.
5 1 8

.
1 9
.
5 2 6

.
5 1 1 .5 3 2.1

9. P o rk
2
,
1 1 3 7

.
8 1 6 .5 8

.
2 1 7
.
3 1 4 .5 3 0.6 1 7 .5 3 7

.
0 1 8.0 :迫.0

1 0
.
P u 山i廿y 帖 a t 1

,
9 3 5 1 5,8

:Ⅹ)
.
6 1 7.

5 3 3.
9 1 8.

0 訓 .8 1 8
.
0 3 4

.
8 1 6.0 3 1

.
0

1 1. M l k
7 8 5 21 .

6 1 7
.
0 Z 乙0 1 7 .3 :氾

.
0芦 29 .8 4 7

.
0 3 6

.
9 7 0.0 5 5 .0

1 2 E g 9 1
,
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2 . 5 戦略的 作物

1 ) 米

米は タイ にお い て最 も重要 な作物 で あ り ､ 作付面積 は国土 の約 2 割を 占め て い る ｡ 高

級米とされ る ｢ 香米+ ( ホ
ー ム マ リ ･ ライ ス) を含む ｢ うる ち米+ が ､

生 産量の 約 7 割

を占め ､
｢ もち米+ は 3 割程度で ある ｡ う るち米は全国で 栽培 され ､

もち米は東北部 ､

北部で 主 に栽培 され て い る ｡

タイ中央平原地域 で ､ 潅漑設備 が整備された 地域 で は 2 期作が 可能 で ごく ∵ 部で は 3

期作が 行われ て い る｡ 通常 の 雨期作は ､
天水を利用 して 雨期初期の 6 月 に播種 ､ 移植

され乾期初期 の 1 1 月 に収穫される ｡
. 単収 は 6 6 0 k g

～ 7 0 0 k g / ライ で ある｡ ,

2 ) 野菜

タイ の 野菜は種類が豊富で あり ､ 気候条件 と して はあらゆる種類 の 野菜生産が可 能 で

ある ｡ 現在北部 の チ ェ ン マ イ 県 ､ チ ェ ン ライ 県で は日本 向け温室野菜 の 栽培が盛ん で

ある
｡
, タ イ の 野 菜生産 の 構造的特徴と して は小 規模農家が多い こ と で ある ｡ 野菜流通

は
､ 中間業者 ( ミ ドル マ ン) を通 じて地方

･

中央卸売市場 に出荷され る ル
ー

トが一般

的で ある ｡
. 食品産業 の原料等で は契約栽培に よ り企業と農家グル

ー

プが直接取引 を行

う場合 が ある｡

3 ) 果実

タイ で は ､
ほぼ 全国で 果樹栽培が 行われ て お り ､

加 工 用 ( 缶詰) 以外 の 果実の 大半は
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国内で消費されて い る ｡ 輸出果樹と して は ､
パ イ ナ ッ プ ル 缶詰の 輸出量は世界一 を誇

っ て お り ､
ロ ン ガン の 中国等 へ の 輸出も増加 して い る ｡. 近年 ､ 日本 ､ 韓 国の 需要を背

景にア ロ エ の 輸出も増加 して い る ｡
また

､
タイ 北部で は ロ イ ヤ ル ･ プ ロ ジ ェ ク トに よ

り
､
イ チ ゴ

､ 桃 ､ 梅等の 温帯果実が栽培され て い る｡

タイ政府 は果実を重要な輸出奨励作物 と位置 づ け､
生産の た め にガ イ ドライ ン の 策定

や ､
生産性や 品質の 向上 を進 める こ と に より ､ 輸出振興 を計画 して い る ｡

.

4 ) キャ ッ サ バ

キャ ッ サ バ は ､ 米 ､ 天然 ゴム に並 ぶ ､
タイ の重要な輸出農産物 で あ り ､ お もに飼料用

と し て ヨ
ー

ロ ッ パ に輸 出され て い る｡ キ ャ ッ サ バ の 近年 の 生 産量 は 1 6 0 0 ～ 1 8 0 0 万 ト ン

程度 で あ る｡ E U 市場にお ける域 内消費の 増加に より ､ 長期的に見 て輸 出量は減少傾向

に あ る｡ タイ 政府 は キャ ッ サ バ 政策 と して ､ 機械化 ､ 大規模化等に よる生 産 コ ス ト の

低減と商品の 高付加価値 か を進 めて い る ｡ . また ､
2 0 0 2 年に はカ セ サ ー

ト大学が進 める

プ ロ ジ ェ ク トによ り ､
キ ャ ッ サ バ か ら生 物分解性容器 の 製造が 実用化されて い る｡ キ

ャ ッサ バ か ら燃料用ア ル コ
ー

ル を生産す るプ ロ ジ ェ ク トも進め られ て い る こ
.

5 ) エ 芸作物

タイ にお ける工 芸作物は ､
サ トウキ ビ ､

パ イナ ッ プ ル
､ 繊維 作物 と して 綿 ､

ケナ フ ( ジ

ュ
ー

ト) カポ ッ ク ､ そ の 他 ､ た ばこ ､ 天然 ゴ ム が あ る｡ .

天然 ゴ ム は タイ の 重要 な輸 出農産 物で あり ､ 国内の 経済成長及 び国内 ゴ ム 工業 の 発展

に伴 い ､ 医療用 ､ 衛生及 び 工 業用 と い っ た国内需要の拡大 によ っ て 増産 して い る｡ 繊

維作物 の 綿 ､ ケナ フ の 生 産量は減少傾向 ､ た ばこ の 生産量 も減少傾向にあ る ｡ .

タイ で はサ トウキ ビを原料に して 粗糖 ､ 砂糖 ､ 及び糖蜜を生 産 して い る｡ 粗糖 ､ 砂糖 ､

糖蜜と もにそ の価格が 国際価格 に よ っ て 大きく左右され るた め ､ 精糖会社 の 経営 は不

安定 で ある｡ サ トウキ ビ の 生産 は近年 4
,
3 0 0 ～ 5

っ
8 0 0 万 ト ン で推移 して い る ｡. 砂糖及び

自製糖 の 主 な輸出先はイ ン ドネ シ ア ､
カ ン ボデ ィ ア ､

マ レ ー シ ア
､ 粗糖 は 日本 ､

イ ン

ドネ シ ア ､ 中国で ある｡

2 . 6 畜産業

タイ 国民 は米食 中心 で ､ 東南 ア ジ ア の 多く の 国民 と同様 ､ 肉より魚を多く 消費 して い

る ｡ 伝統的に畜産物を摂取す る こ とは少なか っ たが所得の 増加 と生活 ス タイ ル の 洋 風

化に よ り食生活が 多様化 し ､ 畜産物 の 需要が拡大 ､ 畜産物消費量が年 々 増加 して い る ｡
,

一方商業畜産 の 中心 で ある鶏肉ブ ロ イ ラ ー 加 工業 にお い て は ､ 日本向け輸出は減少傾

向に あ っ たが ､ 中国産鶏肉より鶏イ ン フ ル エ ン ザ問題化 した 2 0 0 1 年半ばか ら日本向け

輸出は 急増 した ｡

1 ) 家畜頭羽数の推移

タイ で 飼養されて い る主 な家畜は ､ 水牛 ､ 牛 ､
豚

､ 鶏 ､
ア ヒ ル の 5 種類 で ある⊂ .
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表2 - 8 ‥ 地域別飼養頭羽 数の推移
. 軸 古妻看 羽)

よで
水牛 牛 豚 ア ヒ /レ 鶏

1 9 8 6 F 1 9 9 7 増加率 1 9 g 6 l ≦〉9 7 増加 率 1 9 8 8 1 9 9 7 増加 率 1 !)8 8 l! 吟7 増加率 1 9 8 8 1 9 97 増 加率
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表 2 - 8 は
､
主な家畜 の 頭羽数を年次別 ､

地域別に示 した もの で ある｡.

1 9 8 8 年か ら 1 9 9 7 年に 至 る
､
1 0 年 間の 飼養頭羽数 の 推移 で は ､

水牛 の 飼養頭数 の 減少

が顕著 で あ る｡ か つ て の 役牛と して の役割が ､ 機械化に より減少 した結果で あ る｡

一 方 ､ 牛が東北部 ､ 南部で約 5 % の伸び を示 して い るが ､ 北部中央平原部 で は減少 して

い る
｡ 経済危機 に よ っ て ､ 種畜や飼料を は じめ とす る初期投資 コ ス ト の 上昇が ､ 牛 の

販売価格 より割高になり ､ 農家の 生産意欲が衰 えた こ と に起因する と考えられ る｡ 豚 ､

鶏 ､
は 共 に中央平原 で 高 い 伸び を示 して い る｡ 中規模飼育 の 個人経営は地域 内消費向

け に生 産され ､ 大規模 コ マ ー

シ ャ ル 経営は ､ 都市近郊 に主産地 を形成 して い るた め で

ある｡ . 都市近郊 で は畜産物 の 消費が拡大して い る事をも示 して い る ｡ 鶏 の 伸 びが 高 い

の は ､ 国内消費よ りも主要輸出産品 と し て の 冷凍鶏肉生産 の 伸 びに よ るも の で ある ｡

2 . 7 物的流通 と社会基盤

タイ の 輸送体系は ､ 河川や運河を利 用する水運 を中心 と して きた ｡ 特 に バ ン コ ク は低

湿 地 の た め に水路が非常に よく発達し ､ チ ャ オ プ ラヤ川 に つ なが る無数 の 運河が巡 っ

て い た ｡ 当時は運河 を運行す る船が この 国の 主要な交通手 段 で あ っ た ｡

1 9 世紀後半に ､
タ イ近代化政策の 一環と して ､

1 8 6 1 年に バ ン コ ク で始 めて の 本格的な

道路､
チ ャ ロ

ー

ン
･ ク ル ン 通りが建設 され た ｡

. 1 8 9 8 ～ 1 9 0 2 年 にかけ て はラチ ャ ダム ノ

ン 通り が完成 した が ､
1 9 5 0 年代 ま で は道路交通はわず か なも の で あ っ た ｡

近代的な道路技術 の 導入 は 1 9 5 3 年 か ら 5 4 年にか けて ア メ リカ の援助 を受 けて 建設 さ

れた サ ラブ リと ナ コ ン ラチ ャ シ マ を結ぶ 国道 2 号線 の 事業で ある ｡ l

本格的な長期道 路整備計画は ､ 第一次国家経済社会開発五 カ 年計画 (1 9 6 2 ～ 1 9 6 6 年)

を受けて 道路整備 7 カ年計画 (1 9 6 5 ～ 1 9 71 年) を策定した こ と に始ま る｡ . 現在 で は第

8 次計画 (1 9 9 7 ～ 2 0 0 1 年) が施 工 され ､ 国道 の完全分離 4 車化に 向けた整備 の促進 と

都市間高速道路 の 整備促進が主要課題で あ っ た ｡
しか し 1 9 9 7 年 の 経済危機 勃発後道路

整備 予算は大幅 にカ ッ トされて い る 〕

1 ) 道路の概況

タイ の 道路は ､ 行政上 の 管理 区分 により 以下 の 7 種類に分類 され る ｡

道路種別 道路管理者

特別道路 運輸通信省道路局 ( D O Ii)
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国道

地方道

自治体道路

衛生 区道

特許道

運輸通信省道路局 ( D O H)

内務省公 共事務局

バ ン コ ク首都圏庁

自治体

運輸通信省道路局 (D O H)

2 ) ア ジア ハ イウ ェ イ

アジ ア ハ イ ウ ェ イ は ､ ア ジ ア全域を結ぶ 国際幹線道路網 の整備開発 に より国境を越 え

て の交通 を容易に し ､
地域 間の 貿易及 び観光の 活性化を 図り ､ 最終的に はア ジア 全域

の 均衡 ある発展と平等 な社会を達成す る こ とを 目的と して 1 9 9 5 年 にア ジア太平洋州

経済社会委員会に よ っ て 提唱された ｡ 2 0 0 2 年 5 月 の 道路専門家会合にお い て ､ 参加 3 1

ヶ 国 ､ 約 1 3ち0 0 0 k m に及ぶ E S C A P 地域全体 を網羅する ル
ー

トが 確定した｡ 確定した ル

ー トを図 1 に示す ｡
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図 1 ア ジ ア ハ イ ウ ェ イ ル
ー

ト図

タイ 国内の ア ジ ア ハ イ ウ ェ イ は総延長 4 5 0 0k m に及び そ の ほ とん どが 2 車線以上 の 舗

装道路で あり ､ 整備水準は極 めて 高い ｡ しか しラオ ス 国内の ル
ー

ト の 中にはまだ通行

不能 区間や ､
ア ジア ハ イ ウ ェ イ の 最低基準に満たない 区間 ､ 十分な維持管理 が されて

い ない ため改良を必要とする 区間等が数多く存在する ｡
タイ 国内及び ラオ ス 国内の ア

ジア ハ イ ウ ェ イ ル
ー

トを図 2 に示す ｡
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図 2 タイ及び ラオ ス の ア ジ ア ハ イ ウ ェ イ ル
ー

ト

3 ) 東西回廊北部地域の道路概 況

今回 の調査対象地域で ある東西 回廊北部地域には ､ タイ U d o TI T b a n l を起点と し ､
ラオ

ス を通過 し､ ヴ ェ トナ ム Ⅵd l を終点 とす るア ジア ハ イ ウ ェ イ の ル
ー

トが ある｡ タイ ､

ラオ ス
､ ヴ ェ トナ ム にお ける道路 の 概況は次 の とお りで あ る｡ また ､ 巻末 に現地 の 写

真を掲載 した｡

① タイ ( U d o n T h a ni - N o n g K h ai)

東北タイ の ウ ド ン タ ニ ( U d o n T b a 血) か らラオ ス との 国境の ノ ン カ イ (N o n g E 上a i)

ま で の 2 4 7 k m の 道路 で ある b 全 て が 4 車線 以上 の舗装道路で あ る｡ 道路 の詳細 を表

2-9 道路の 概況 ( タイ) に示す ｡

表 乙 9 : 道路 の 概況( タイ)

u ly J l O ¶ C 】甲/ 1 0 W γ1 加 l= g

S t ll亡 拍 m 一 山 N 抑 I l 址 I E 巳 g 出】l町 C 屯 山 一】 R 由一】illl l li o m l 且 耶 l
.
r 亡亡

l ヾ m 亡 S 1 1 丘 p 血 巳 Id m b l 且 01d 下 叩 L 址 下 町 I IT 中 ロ ▼ 血

N () 1 1 曲 i

T k i一山 ロ B 血 出p B 止dg 8
r王b Id e r 8r L 且O P D 兇 J e L 拙 e A ( 尤 田 R o d 8 D 0 ○ 8 0 0 1 列汚 19 8 9 . 94 ⅣB

.
人 血

N o一 曲 N ol 蜘 J d. R ユ
/8 n d 正巳 A 改 印 且Of血 B 0 ○ D 呂 D ロ 1 y 9 ち 1 P y 7

.
P5 N B

N o r ld 【血 J U d o n t】 皿 J d. R ヱ/8 n 血 ゼ A 珊 , 肋 d
J e t 且 む 1 ア 血11モ 】2 0 0 q ヨ2 0 0 1 95 喝

U d o I止血 皿 / m 血 J ¢t 8 a rl P b e U d o 血 1 1 1 ロ 0 0 1 1 0 0 1 卿 2 D D l A ロ】う

U d o】せh m l m ) 血 ロd D I 伽 N m r h Ⅳ 択 9 1 0 0 0 51 4 0 0 1 ヲもコ 1 P 85 Ⅰ8 E D

U d o 仙 伽 Ilk a eユ 刊 m P 加 m 且1t o】lb e n ココ 0 8 0 6 1(〉 0 1S 崎ヱ 19 B 1 8 E. D
m o 血 m 血 e n 6 叩 血n 4 さ ロ 0 ロ 4ヨ ヱ 0 1 9 8 1 1 9 ピ7 1上i 以

.
U

t n ロ 加 n 8 m 他 伽 n ] 0 0 0 0 ヨq 0 9 1 刑

道路は全て ､ 運輸通信省道路局 (D O H ) によ り管理され て い る ｡
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② ラオス (Vie ntia n e - K e o n e a u ( B o rd e r of Viet N a m ) )

タ イ と の 国境 の ノ ン カ イ ( N o n g K h a i) か ら ､
ラ オ ス の 首都 ヴ ィ ェ ン チ ャ ン

( Vi e n ti a 皿 e) ま で 2 3 k 皿 の 道路と ､ ヴィ ェ ン チ ャ ン から ､
バ ン ラオ ( B a 皿 L a o) を

経由 して ケオネ ( E e o n e a u ) か らヴェ トナ ム に抜ける 3 6 9 k m で ある｡ 全区間 2 車線

で あり ､
ア ス フ ァ ル ト舗装は されて い ない ｡ 道路 の詳細を表 2-1 0 道路 の概況 ( ラオ

ス) に示す ｡

表2- 1 0 : 道路の 概況(ラオス)
P ro v l n 亡丘

/
C i申汀 m 亡iけ/ T D l町 1 S 亡亡I

l α l L e □g 也 l二b n ) T 打 柑i n 此 m ) Y 亡甜･ d' Y e a r o l' R e c q lt F l 皿 di 喝

Sl al e N 山 一l 亡 at N m e 血 亡 くj sl i n R j v 打 M i s写 由基 S 亡a FI at B i】秒 M o 11n t- C o n st n l 亡Ii o n R 血 b ilit a li o n / R e so 町 C 亡

N a m 亡 Sl a け P oi n l E n d P o i nl R (】a d F 廿 Ⅰγ Li rl k F 叩 ai n o u s 1 叩 r O V ビ Il 比t

V i 皿 血 ′■■古0 馳 ∬抗 皿 V ie 皿 b a rl e P 血 1 】4 7 0 0 0 1 コ+ コ3 0 q

_
a

.
SJ D A (】 ,2)

B 〔I m 打 口X血 P 血 a n B m L a (〕 9 0 0 0 0 7 8 12 0 n a. 1 9 ∬-9 4 I B R D ( 1).
S I D A (1 ,2 )

V i e n t 旺 Il e V i e 1 1d a n e

E 即 n e a 1 1 (B o rd e r o r V ie t

L a o-■皿 乱 8 n dg e
汀11 皿 al e 喝- B o Td e r o r 2 3 0 0 0 ココ 0 0 n

.
a

.
n a

,

1 9 89-9 4 A ♪B (3 ) ､ A 血 a

鮎迅d l a m X 孤 N a Ⅲ) L a 上S a 〔1 5 4 0 0 0 15 1 9 0 1 9 防-9 ( I N B
,
刀C A

B o m 血打 T IX ai L a k S a o B a 11 h o 9 8 0 0 0 2 4 4 8 : 6 n
,
a. ユ0 02-0 `l S I D A (:)

③ ヴ ェ トナ ム C a u T r e o ( ( B o rd e r o f L a o P D R ト S o ut h of Ⅵ 血 )

ラオ ス と の 国境 C a u T r e o か ら ､
Ⅵh n 港ま で の 8 5 k m の 道路 で ある ｡

か なり急峻な

山岳道路 で ある ｡
全 区間 2 車線で あり ､

ア ス フ ァ ル ト舗装は されて い ない ｡ 道路 の 詳

細 を表 2-1 1 道路の 概況 ( ヴ ェ トナ ム) に示す｡

表ユー1 1.
道路の 概況( ヴェトナ ム)

伽 l Ⅶ t t/ C lり
′

1 0
Ⅶ
▼1 C 】I ア1 0 Ⅶ l m l = 血 ) 山 廿

D
IT 一札 b

O
n
0 1 1 此 l !

1 y p
t o
I S Y q

r O
I

ヽ ( ll■0 1 1く亡C n † 加 d n g

孟芸
N 血 m 亡 8†

S l 打 1 P oi ll

N 叩 】亡 at

血 P Di⊂l 払 Id F 切 γ b 止

S く 且

玩 ℡y

とt al E l 叶 ‾1 0 1 81
N 0

.
還
l由

V 亡一也 血

d 州 t

く 可

.
5 1 Ⅵ

A A D T I c 血 ｡ ｡丘｡ ｡
血 d

R d l a♭i6 ti山 ○〟

血 1P r D V d れ 仇 t

且モ≦O W et

E
包 丁i一山 S o llt b o 土V 血h l V oI I L i l h C a♪ : 0 0 0 0 ヱ0 0 0 0 N o 1 7 ユ n

.
a 1 9 9 5 N B

E 払 丁肌 h L h h C 町1

C a □ T r モ○ ( B o r dビ O f

L aD p D R ) ` 5 0 0 0 0 0 0 0 N o 1 7 0

3 . タイの 農業 ･ 経済政策 に よる東西 回廊北部地域 へ の 影響

3 .1 経済協力戦略

タイ ･ タク シ ン 政権は ｢ 首相は国の C E O ､ 閣僚は省庁 の C E O + と い う トッ プ ダウン に よ

り ｢ ビ ジ ョ ン
･

ス ピ ー

ド
･ 効率性+ を求め る政治運営を標棲 して い る ｡

. 外交 ･ 経済政策も

同様 に ドラス テ ィ ッ ク な形 で ､ ラオ ス ､ ミ ャ ン マ
ー

､
カ ン ボ デ ィ ア 各国と の 首脳 会談で ｢ 経

済協力戦略協定 : E C S + を推進 して い る ｡
. そ の 骨子 は ､ 国境地域の 行政上 の 運営 ､ 国境地

域にお け る生産活動 の 振興と税制上優遇措置 ､ 運輸 ･ 交通網の 整備 ､ 観光 の 振興で ある ｡
.

近 隣三 国に対し農業先進国と して タイは ､ 農業生産振興に 必要な技術協力や市場開発支援

が 可能 で ある ⊂. そ の 構想は次 の 通 り であるこ .
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3 .2 国境農業振興事業

タイ 国内で加 工 用作物 の需給が逼迫 して い るもの がある ｡ 最近 で は ミャ ン マ
ー

の ミ ヤ ワデ

イや ラオ ス の シ ヤ ヤプ リ ー で行 っ て い る契約栽培 で ､ タイ 民間企業が種子等農業資材 の提

供や栽培技術指導を行 い ､ 農家はそ の民間企業に販売 し ､ タイ側 へ の 輸入 には免税扱い と

なる｡ こ の事業形態は他 の 地域でも広が る傾 向にあり ､ 近 隣諸国住民の雇用創出と所得 向

上 に貢献す ると共 に ､ 低 コ ス トで の 原料調達を可能にす る こ と で ､
タイ 産農産加工 品 の 世

界市場 にお ける競争力向上 を図るも の で ある ｡

3 . 3 国境経済特区整備事業

民間投資を誘敦 し ､ 生産活動とサ ー ビ ス 業を振興するもの で ､ 国境 1 0 県の C E O 知事 の も

と策定され る県別開発計画 の 一 つ で もある｡ タイ 政府は ､ 投資誘致 し隣国 の 経済 を刺激す

るた め国境経済特区を国境諸県の 開発戦略に取り入れ る こ と を奨励 して い る ｡
パ イ ロ ッ ト

事業と して チ ェ ン ライ県チ エ ン コ ー

ン
､
ム ク ダ ハ ン県 ､ そ して ノ ン カイ県で ｢ 国境経済特

区+ が設置され る方向にあ る｡ .

開発地 区 特徴

ノ ン カ イ県 既設 の 友好橋を活 用 し ､ ラオ ス 首都圏 へ の タイ 製品 出荷や ､ ラオ ス

ム ア ン ･ ノ ン カ イ か ら の 原料輸入 ､ ラオ ス 国道 1 3 号線( 整備済み) と 8 号線(整備計画

中) か らヴ ェ トナ ム ･ ビ ン港(整備計画中) を介 した輸出経路が期待 で

きる ｡

チ ェ ン ライ県 ラオ ス と接 して い る が更 に中国雲南省や ミ ャ ン マ ー と の ネ ッ ト ワ

チ エ ン コ
ー

ン
ー ク拡大が期待される ｡

.

ム ク ダ ハ ン 県 建設中の 第二友好橋(2 0 06 年完成) に よ る東西 回廊 の 整備 に より交

ム ア ン ･ ム ク ダ ハ ン 通輸送セ ン タ ー

と なる こ とが期待さ れ る｡.

3 .4 関税手続き簡素化事業

相手 国輸出や第三 国輸出に際に問題 となるの が ､
越境す る場合 の 時間的 ･ 労務的損失で あ

る
｡
こ れを最小 減にするた め ､ 国境保税倉庫を建設 し､ 関税 の 徴収 → 商品検査 一 出入 国審

査 → 通関手続き → 植物検疫 の作業をワ ン ･ ス ト ッ プ化す る こ と図る事業で あるっ タイ は ド

ン ム ワ ン 国際空港に隣接す るタ ラ ー トタイ で ワ ン ･ ス ト ッ プ
･ サ ー ビ ス を始め て お り ､

そ

の 業務 ノ ウ ハ ウは既 に存在す る ｡

経済協力戦略(E C S) 協定にお い て は 2 0 0 4 年 6 月 時点 で ､ E C S 地域か ら世界市場 へ 輸出す
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る製品の 生産拠点 と して タイ を支援する こ と を各 国商業 ･ 貿易大 臣が合意 した ｡
タイ へ の

原材料移 出は免税措置が採 られ ､ 関税撤廃 リ ス トは作成中で ある が ､
ラオ ス は 2 6 品目か

ら 1 5 0 品目 ､
カ ン ボデ ィ ア は 4 8 品目か ら 2 4 9 品 目 ､

ミ ャ ン マ
ー

は 7 2 品目か ら 4 0 0 品目

と なる｡ こ の 追加 品目には 大豆 ､ メ イ ズ､ 黒 ゴ マ ､ 野菜な ど農産品が 中心 で ある｡ 課題と

して ､ 輸出には原産地証明が 必要で あるが そ の措置の 確立 ､ タイで の 税関手続き の 簡素化

で ある
｡
また

､
三 国 へ の イ ン フ ラ投資､

生産技術の 支援､ 国際貿易フ ェ ア で の E (〕S と し

て 出品 など促進措置を タイ は用意 して い る｡ E C S の 成功には民 間企 業の 力 が必要 で あり ､

E C S ビ ジネ ス 評議会 の 早期設立 が求 められ て い る｡

4 . 開発課題 と協力の 方 向性

4 .1 タ イ ･ ラオス 経済協力

両国政府 間の 経済協力に つ い て ､
両国は元来 ､

民族
､ 宗教 ､ 言語 ､

文化 ､ 伝統習慣が最も

似通 っ た 隣国同士 で あり
､
近年密接な関係 と回帰 し つ つ ある ｡

2 0 0 4 年 3 月 2 0 日/2 1 日 で

開催された合 同閣議 で は両国の 国境地域 の 開発 ポ テ ン シ ャ ル を示 すもの とな り ､ 国境貿易

振興事業 ､ 国境経済特 区振興事業 ､ 観光振興事業4 が議論 の 争点とな っ た ｡

タイ に と っ て ラ オ ス は国境貿易 の 中で マ レ
ー

シ ア に 次 ぐ規模 で 2 0 0 1 年 ～ 0 3 年 の 平均年間

貿易額 で 2 1 0 億 B a h t あり ､ 貿易量は拡大傾向に ある と ともに ､ ラオ ス は ヴ ェ トナ ムや 中

国雲南省 へ 第 三 国 へ の 製品 輸出経路 と して も利用 され て い る ｡ 輸出入 バ ラ ン ス は タイ が

1 2 7 億 B a b t の 輸出超過 で ある ｡ 貿易収支の 他 ､ 水力に よる売電は年間 43 億 B aI lt ノ に 上 り ､

輸 出金額 と同等額に達 して い る｡

表 4 .1 二国間貿易

方向 タイ か らラオス へ の 輸出 ラオ ス か らタイ へ の 輸出

貿易額

2 0 0 1
･

0 3 年 の年平均

年 間 1 7 0 億 B a b t 年間 4 3 億 B all t

主要輸出入産 品 燃料 ､ 日用 品 ､ 輸送機械 ･ 部品 ､ 加 工木材 ･ 木製品 ､ 農産 品 ､ 鉱物 ､

電機製品 ､ 繊維 ､ 建設資材 ､ 農

産加 工 品 ､ 鉄 ･ 鉄鋼 ､
一 般機械 ･

部品 ､ 飲料

繊維 ､ 水畜産 品 ､ 皮革製晶

4 観光事業を促進す る エ メ ラ ル ド ･ トラ イ ア ン グ ル協力協定とはカ ンボディ ア を含む 3 国間 の観光事業を発

展 さ せ る こと目的と し､ 交通 ア クセ ス の整備とネ ッ トワ
ー

ク 化と出入国 の利便化 を図 ると し て い る｡
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表 4 . 2 国境貿易額が 多い 地点(大き い順 に)

タイ側 ラオ ス 側

N 8 n g 壬q l 由 Ⅵe 皿ti a Il e C a pit a l

M u k d a b a n S a v a n a k もe t

U b o n R a t ′C h a t h a n i Cll a m p a S a k ､ S al a v a n

N a k もo n P もa n o m B oli kもa】n X a l T

C b i a n g R a i B o k e o

L o e i 1花e n ti a n e
､
∑ aさ

r a b o u r y

N a n Ⅹ a )
7 a b o u rさ

▼

P a ァa o

tTt t a r a 血t

4 .2 タイ の農業部門 の方向性

タク シ ン 政権 によ る生産面 と マ ー

ケ テ イ ン グ面で の 様々 な政策方針転換に より ､ タイ 国内

の 農業部 門に変化 を引き起 こ し ､ 周辺 国にも影響 を与 えつ つ あ る｡ . 2 00 4 年 は輸出が好況

で あ ると予想され 6 0 億 ドル に達す る見込 み(9 . 1 % 増) で ､ 香り 米､
天然 ゴ ム

､
タ ピ オカ製

品( ペ レ ッ ト ･ デ ン プ ン粉末) ､ 野菜 ･ 果実(生鮮 ･ 冷蔵 ･ 冷凍 ･ 乾燥 ･ 加 工 の 各製 品) ､ 香料 ､

ハ ー ブ
､ 豚肉製品 ､ 魚介類缶詰 ､

ペ
ッ トフ

ー

ド､ 調味料 ､
コ メ加 工 品な どが 市場拡大 して

い る
｡
. こ の背景に自然災害の 発生 に よ っ て ､ 多く の 国が食糧 を輸入す る こ と となり ､ 国際

市場 で の 需要が高ま っ たか らで ある ｡
一 方

､ 養殖 エ ビ に関 して は ､ 残留化学物質検出より

E U へ の 一 時輸 出停止や ､
ア メ リ カか ら の ダン ピ ン グ対抗措置 を審査され て い る問題 もあ

る｡

輸出先の 市場 で の 輸入制限や残留農薬 の 問題は ､ 輸 出業者に と っ て 事業が リ ス ク の 高 い も

の になり つ つ あり
､ 輸出業者は相手 国 の 政策的決定の影響をうけ ない 国内市場に 目を向け

つ つ ある
｡
. 国内経済が好調で あり 消費者 の購買力が拡大 して い る背景もある｡ . 輸出産 品で

国内向けに転換 し継続的な購買が ある の は ツ ナ缶や果実ジ ュ
ー

ス で
､ 今後 ､ 鶏肉や エ ビ製

品も消費が伸び る可能性 が高 い ｡ 国内市場 の 変化に伴う重要な政策支援は次 の 通り ｡

1 ) 一 村一品(O T O P) ､ 村落基金等の 強化

ハ
ー ブ製品 ､

コ メ製品 ､ タイ伝統菓子 に代表され る小規子英幸業者 に よる製造 の 支

援 ｡ .
また 山岳民族等を対象と した ロ イ ヤ ル ･ プ ロ ジ ェ ク トで 生産 ･ 加工 された食

品や生鮮野菜を ｢ ドイ ･ カ ム+ ブ ラ ン ドで販売拡大を図 っ て い る｡ .

2 ) 食品安全政策

政府 は 2 0 0 4 年を食品安全年と位置付け､ 国内市場に供給 される食品の 安全基準

を輸出用食品と 同等とす る厳 し い 措置 を採 っ た こ. これに より ､ 食品輸出業者 が 国

内に進出する機会を得る こ とにな っ た こ
.

3 ) 新規起業によ る投資奨励
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投資委員会(B O I) は農水産業事業に係 る起業を奨励す る こ ととし ､ 同産業の裾 野拡

大と 国際競争力 を更に強化す る｡

4 ) 生産 ･ 交易 の域 内セ ン タ
ー

化の 推進

｢ 世界の キ ッ チ ン 化+ ､ ｢ 自動車生産セ ン タ
ー

化+ ､ ｢ 乳製品輸 出セ ン タ ー 化+ の 各々

の政策に より加 工 工場 の 持続的な成長 とそ の 重要増に よ る生産拡大が期待で きる ｡ .

対象作目は ､ 世界 の キ ッ チ ン は食品加 工 の 食材 ､ 自動車生産は そ の うちタイ ヤ用

天然 ゴ ム ､ 乳製品は乳牛の 生産拡大を意味 して い る｡ これ ら原材料 は隣国を含め

た調達を含み ､ 更に付加価値 と雇用の創 出を 目的に して い る
｡

4 . 3 タイ国輸出振興政策

農水産物の輸 出に 関して ､ 農業 ･ 協同組合省 は 2 00 6 年 ま で に輸出金額を 1 兆 B a b t に

伸 ば す こ とを 目標 値と し て い る5 ｡ 目標達成 には ､ 官民 挙げた マ ー

ケテ イ ン グ計画 の 立

案 ･ 実施 と市場の 変化す る ニ ー ズ に合わ した生産 の調整が 必要と なり ､ 輸出振興 の た め

の 政策実施 は次 の通 り ｡

1 ) 積極的 マ
ー

ケ テ イ ン グ戦略

市場 の 要求に合わ せそ れ ざれ の 方針で マ ー

ケテ イ ン グを行う ｡
例 えば主力製品で

あ るタイ米 にお い て は ､ 市場イ ン フ ラ ､
コ メ の 需要構造 ､ 売買 の形態の 違 い に よ

り
､ 中国 ､

ア フ リ カ
､ 中東 ､ 米 国それ ぞれ市場開拓方法が異な っ て い る ｡

. ま た
､

タイ製品普及 セ ン タ
ー

の 設置も重要な戦略 で あ る｡ これ は ､ 食材販 売店 ､
タイ 料

理 店 ､ そ の 他 レ ス トラ ン 事業者 にタイ か らの 原材料 ･ 食材を供給
･ 振興す るセ ン

タ
ー を民間投資 で設置す る こ と によ っ て ､ 需要 を掘 り起こ すこ とを 目的と して い

る｡ ,

2 ) 食品安全政策

2 0 0 4 年 を食 品安全 年と定め ､ 保健省 と農業 ･ 協同組合省を 中L ､ に諸々 の 政策 を実

施す る｡ . 輸 出相手 国が しば しば輸入制限 の 理 由に衛生基準 の 問題が指摘されて き

た
⊂
. また養殖 エ ビに代表され る残留農薬問題 に関する食品安全を図る上 で 重要で

あ る｡ .

3 ) 二 国間 ･ 多国間自由貿易交渉

タイ は A P E C な ど の 経済的枠組み に参加する と同時に 2 国間自由貿易交渉 を行 っ

て い る｡ . 例えば ､ 中国とイ ン ドと F T A を結んだ こ とに より ､ 世界の 人 口 の 4 0 %

の 市場が 生まれ つ つ ある
｡
更に タイ政府 は ､ 日本 ､

米国 ､ 豪州 などの経済大国と

の F T A あるい は F P A 締結 に 向けて 協議 して お り ､
地域経済の リ

ー ダ ー 的存在 に

なり つ つ ある
｡
ラオ ス は独自の 経済政策 を実施する の で はなく ､

タイ と強調す る

5
2 0 0 4

～

2 0 0 6 年 ま で の 3 年 間 で 各年 1 4 .
3 % の 成長に匹敵する

｡
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こ とに よ っ て国家利益 を考える こ と が現実的 で あ ろう｡

4 ) 農水産物生産国と の協力

タイ 政府 は農水産物輸出国と国際市場 で過度な値 下げ競争 を回避 し､ 国際価格 の 安定化

を図るた め に主要国と協定を結びは じめた ｡

コ メ に関 しては 中国 ､
ヴ ェ トナ ム ､

パ キ ス

タ ン と ､ 天然 ゴ ム に関 して はイ ン ドネ シア と マ レ
ー

シ ア で 協定が結ばれ 2 0 0 3-4 年 は価

格が 回復 しつ つ ある ｡ 天然 ゴ ム は 3 カ 国間 で合弁会社を設立 し､ また 2 00 4 年 5 月 に開

設 した タイ農産物先物取引市場 の 運営に より ､
よ り国際価格 の安定化が図られる6 こ.

タ イ を 中心 と した自由貿易協定関係図

j
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B al 皿i n
1

坑I n a n 注 : 図 中､ 日 本､ 米国､ 豪州 ､
ニ ュ

ー

L - - - ∴ G M S - 一 一 ジ ー

ラ ン ドの 二 国間 F
｢

m は 交渉中

(2 0 0 4 年 7 月現在)

5 ) 農 水産物生産 国との 協力

タ イ政府 は農水産物輸出国と国際市場 で過度な値下げ競争を回避 し ､ 国際価格の

安 定化を図るた めに主 要国と協定を結 びは じめた ｡.
コ メに 関して は 中国 ､ ヴ ェ ト

ナ ム
､
パ キ ス タ ン と

､
天然 ゴ ム に関 して は イ ン ドネ シ ア と マ レ

ー シ ア で 協定が結

ばれ 2 0 0 3-4 年は 価格が 回復 しつ つ ある ｡
. 天然 ゴ ム は 3 カ 国問で 合弁会社を設立 し ､

また 2 0 0 4 年 5 月 に開設 した タイ農産物先物取引市場の 運営に より ､ より 国際価

6 天然 ゴ ム の価格形成には ､
石油産業の 副産物で ある合成ゴ ム の取引値も影響する｡ 中国向け の ラジ ア ル タイ

ヤ の 需要増が予測 され て おり ､
天 然 ゴ ム の 価格は上昇も しく は安定す る傾向 に ある｡
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格 の安定化が 図られる7 ｡

4 .4 ラオス の農業部門の方向性

ラオ ス 農業 ･ 森林省副大臣に よる と ､ 同 国の農業生産量は 自給達成されて お り ､ 開発政策

は①潅漑に よる コ メ(もち米) ､ 飼料用メイ ズ ､
コ

ー

ヒ
ー

､
キ ャ ベ ツ な ど作物栽培 の 普及 ､

②野菜 ､ 果実 ､ 森林作物 等の 換金作物 の農産加 工 の 奨励 で ある｡ . ベ ビ
ー

コ
ー

ン
､
タ ケ ノ コ

等 の 水煮缶詰食 品 は民間企業との 協業に より輸出商品にす る｡ 農業
･ 森林省 と して は ､ タ

イ へ の 導水計画 に つ い て は ､ 水 資源量 ､ 環!売イ ン パ ク ト､ 工学的技術を勘案 した上 で 2 0 2 0

年ま で の農業開発 1 5 カ 年計画を立案 して 欲 しい とともに ､
日本の 知見を得た い との 希望

が あ る ｡

7 天 然 ゴ ム の価格形成に は ､ 石油産業の副産物で ある合成 ゴ ム の 取引値も影響する .
〕 中国向けの ラ ジ ア ル タイ

ヤ の 需要増が予測 され て おり ､ 天然 ゴ ム の価格は上昇も しくは安定する傾向 に あるっ
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付属資料

1 . 調査団の構成

団長 : 香西献 ( 農産加 工 ･ 流通担当)

団員 : 新井伸一 ( 市場流通担当)

2 . 調査行程

株式会社三祐 コ ン サ ル タ ン ツ

株式会社三祐 コ ンサ ル タ ン ツ

月 日 行程 内容

香西 団長 新井 団員

6 月 2 8 日(月) 成田一一 B K E

T G 6 4 1

移動 日

6 月 2 9 日(火) B I( E 成 田一一 B K E 調査 日程調 整 ､

T G 6 4 1 農業情報収集

6 月 3 0 日(水) B E E B A A C 総裁及び金融技術部長と協議

7 月 1 日(木) B K K C b a r o e n P o k p h a n d G r o u p

C r o p I n t e g r a t･ e d G r o u p の T b a ik a n d A r e a

P r e sid e n t. と協議

7 月 2 日(金) B K K → U d o n t h a n i ノ ン カ イ県農業普及 局と協議､

T G O l O( 1 2 : 5 5 → 1 4 : 0 0) T b ai S o o n F o o d P r o d u ct. s C o , L t d.
の C E O

U d o n t h ai n i → N o n g k b a i と協議

7 月 3 日(土) U d o n t h a n i T b e 瓦u m p b a ll
′a p i S u g a r C o . L t d . 副 工 場長

と協議 ､

E u ai L u a n g ダ ム 視察

7 月 4 日( 日) N o n g k 上a i → Vi e n ti a n e 移動 日

7 月 5 日(月) Vi e n ti a n e N a m N g u m 水 力発 電所運営管理部と協議 ､

ラ オ ス
･ メ コ ン 国内委員会 と協議 ､ 農業森林

省副大 臣と各副局長 と協議

7 月 6 日(火) V i e n ti a n e 一 Vi e n ti a n e 国道 1 3 号 ･ 8 号線視察 ､
L a o A g r o I n d u s t rさ

r

Vi n h C o . L td . 及 び L a o lへro rl d L t.d . C o , の 各農産加

(Vi e t n a m ) 工 工 場長と協議

7 月 7 日( 水) Vi n b(Vi e t n a m ) V i e n ti a n e 17 血b 港視察 ､

一→ V i e n ti a n e 大規模精米所 オ ー ナ ー と協議､ 市場視察

7 月 8 日(木) Vi e n ti a n e → B K E

T G 6 9 1 (1 0 :3 0 → 1 1 : 3 5)

移動

7 月 9 日(金) B K 正一→成 田

T G 6 4 2( 2 3 :2 0 → 7 :3 0 ＋1)

事務所報告 ､ 移動日

7 月 1 0 日( 土) 成田着 移動 日
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3．関係官庁の主要面会者

BANKFOR AGRICULTURE AND AGRICULTURAL COOPERATIVES

MR.THIRAPHONG TANGTHIRASUNAN

Senior Executive Vice President

C.P. GROUP

CROP INTERGRATION BUSINESS GROUP

MRSUMETH PINYOSNIT

Area President

Thai Soon Food Products CO. LTD

MR.SHYAN-MING LIU

CEO of Agriculture Division

THE KUMPHAWAPI SUGAR CO., LTD

MR. SHOJI TANAKA

Deputy of Factory Manager



現地写真集

KUMPHAWAPI製糖
工場での打合せ

KUMPHAWAPI製糖
工場の製品

KUMPHAWAPI製糖
工場貯蔵タンク

KUMPHAWAPI製糖
工場貯蔵タンク

lp－1



KUMPHAWAPI製糖
工場サトウキビ搬入

KUMPHAWAPI製糖
工場サトウキビ搬入

KUMPHAWAPI製糖
工場砂糖精製

KU MPHAWAPI製糖
工場砂糖精製過程

P－21



サトウキビ搬入トラ ッ ク ( 1 )
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サ トウキビ搬入 トラ ッ ク ( 2 )
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NONG KHAI

リザーバー

NONG KHAI

リザーバー

NONG KHAI

リザーバー

NONG KHAI

リザーバー付近の湿
地帯
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東西回廊の状況(1)
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東西回廊の 状況 (2)
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